
船員保険事業

E(1)保険運営の企画・実施

i)保険者としての総合的な取組の推進
加入者の疾病の予防や健康増進、医療費の質の確保、医療費の適正化のため、加入者や船

舶所有者に対する積極的な情報提供、保健・福祉事業の効果的な推進、各種給付の適正かつ

迅速な支払い等の取り組みを総合的に推進しました。

1)情報提供・広報の充実
力日入者・船舶所有者の方々への情報提供・広報については、申請手続きや健康づくりに関

する情報などを掲載した「船員保険マンスリー」を毎月発行するなど、ホームページを活用

し、カロ入者や船舶所有者の皆様に役立つ情報を提供しています。

また、インターネットを利用いただけない加入者や船舶所有者の方々を含めた幅広い広報

をするため、次のような取り組みを行いました。

・ 船員保険の事業内容を簡潔に紹介したパンフレット「船員保険業務のご案内」を作成し、

労働基準監督署や船員保険事務を取扱う年金事務所などの関係機関に配布しました。

・ 船員保険の運営状況等について掲載したリーフレット「船員保険通信Jを作成し、全被

保険者 (疾病任意継続被保険者を含む。)に 23年 11月 に配布しました。

・ 短波無線によるFAX放送を利用し、遠洋航海船舟白に従事する被保険者を対象に保険給
付の内容や健康づくり等に係る広報を実施しました。

・ 船舶所有者の方には日本年金機構の協力のもと保険料納入告知書の送付の際に保険料率

変更リーフレットを同封し、また、疾病任意継続被保険者の方には保険料納付書の送付

の際に保険料率変更リーフレットや健診案内リーフレット等を同封し、配布しました。

また、関係団体の機関誌等に健診案内などの情報を掲載いただきました。

今後とも、加入者の視点に立ったわかりやすい広報を心がけるとともに、様々な広報媒体

を活用しながら情報発信力を強化していきます。

【〈回表 4-26)船員保険部ホームページアクセス件数 (23年 4月 ～24年 3月 )】

(注)船員保険部 トップベージのアクセス件数

繭)健全かつ安定的な財政運営の確保

23年度の船員保険の収入は480億円であり、その主な内訳は、保険料等交付金が344億 円、

疾病任意継続被保険者保険料が 14億円、国庫補助金・負担金が 36億円、職務上年金給付費

等交付金が 80億円となっています。

一方、支出は 446億円であり、その主な内訳は、保険給付費が 270億円、後期高齢者支援

金等の拠出金等が 108億 円、介護納付金が 33億円、業務経費・一般管理費が 33億円となっ

ています。

23年度においては、船員保険の中期的収支見通しを作成し、船員保険協議会で検討いたし

ました。平成 19年の制度改正の効果もあり、船員保険の直近の財政状況は安定しています。

しかしながら、被保険者数、標準報酬の低下傾向や医療費の増加傾向は継続しており、今後

とも、各種指標の動向等を見極めながら、安定的な財政運営に努めていく必要があります。

市)準備金の安全確実かつ有利な管理・運用

船員保険の準備金は、今後の保険給付費等の支払いに備えるほか、被保険者の皆様の保険

料率の軽減に充てるため等の財源として保有しています。この準備金は、22年 6月 から金銭

信託 (運用対象は満期保有を原貝」とした日本国債)に より運用しており、23年度の運用益は

約 8,000万 円となつています。

日 (2)船員保険綸付等の円滑な実施

i)現金給付の支綸状況 (23年 4月～24年 3月 )

職務外給付の 23年度の支給額は、傷病手当金 17億 1,341万 円 (支給件数 6,308件 )、 出

産手当金 809万円 (同 17件 )、 出産育児一時金 4億 8,801万円 (同 1,163件)、 高額療養

費 (償還払い)1億 8,672万円 (同 2,377件 )、 柔道整復施術療養費 1億 9,885万円 (同 42,730

件)、 その他の療養費 4,631万円 (同 2,840件)と なっています。

また、職務上上乗せ給付の 23年度の支給額は、休業手当金 1億 3,804万円 (同 962件 )、

障害年金・遺族年金 208万円 (23年度末の受給権者数 4人 )、 障害手当金・遺族一時金 797

万円 (支給件数 17件)と なっています。

また、職務上経過的給付は、傷病手当金 4億 317万円 (同 1,025件 )、 障害年金 。遺族年

金 41億 6,079万円 (23年度末の受給権者数 2,305人 )、 障害手当金 7,667万円 (支給件数

17件 )と なっています。

【(図表4-27)過去5年間の現金綸付等の推移】
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(注 1)( )内 は、対前年度増減率であ
(注 ,21年度の件数及び金額は、社会保険庁において支給したものと協会で支給したものとの合計である。
鮭 3)療養費には下船後の療養補償に係るものを含めていない。
(注 4)19年度及び20年度の障害年金及び遺族年金の金額は、各年度末における年金額の総額である。

‖)サービス向上のための取組

① お客様満足度調査
加入者の意見を適切に把握しサービスの改善や向上に努めるため、疾病任意継続被保

険者の保険証並びに傷病手当金及び高額療養費の支給決定通知書を送付する際にアンケ

ー トはがきを同封し、お客様満足度調査を初めて実施しました。 (23年 12月 ～24年 1

月)

【〈回表4-28)お客様満足度調査】

指標

保険証 を送付 した

疾病任意継続被保

険者の方

傷病手当金 高額療
養費の支給決定通

知書を送付した方

申請手続き期間に対する満足度 37% 41%

申請書の内容等に対する満足度 36% 31%

職員の応接態度に対する満足度 63% 56%

申請手続き全体に対する満足度 36% 41%

② サービススタンダード
船員保険給付の申請の受付から振込までの標準的な期間であるサービススタンダー ド

については、23年度においては、10営業日以内と定め、サービスの向上を目指してまい

りました。

サービススタンダー ドの達成率 (10営業日以内に振込むことができた割合)は、23年

度全体では 990%ですが、23年 9月 以降は毎月 100%を 達成しています。また、平均所

要日数は 717日 でした。
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保険証の発行に要する日数についても、23年度の平均は 204日 (疾病任意継続被保
険者分は 228日 )であり、日標指標である 3営業日以内を達成しています。

③ 各種申請書等の受付体制等の整備
船員保険業務については、事務処理の効率化を図るため本部一括処理としており、受

付については船員保険部への郵送をお願いしているところですが、加入者の方等の利便

性を考慮し、各支部においても各種申請書の受付を行えるようにし、また、船員保険部

内にコールセンターを設置して加入者等からの問い合わせ等に迅速に対応しています。

‖)被扶養者資格の再確麗

被扶養者資格の再確認については、23年度当初の実施を予定しておりましたが、東日本大

震災の影響により見送ることにしました。

なお、24年度実施に向け、24年 3月 に船舶所有者あてに実施の事前案内を送付しました。

レ)医療費のお知らせの実施

医療費のお知らせ (医療費通知)については、加入者の方々に健康及び医療保険制度に対

する意識を深めていただくとともに、医療費の不正請求の抑止を図るため、協会移管後初め

て 24年 3月 に送付しました。

v)レセプト点検の効果的な推進
レセプ ト点検については、健康保険事業に係る点検職員のリソースを活用し、事務処理を

円滑に行うため、東京支部において業務を行っています。

23年度においては、レセプ ト点検に係る知識・技術を習得するための実務研修会を実施し

たほか、審査医師を含めた打合せにおいて査定事例に関する情報の共有化を行いました。ま

た、レセプ トシステムの抽出機能を強化し、レセプ ト点検の効果的な推進に努めました。

なお、被保険者 1人当たりの効果額は、次のとおりとなっており、協会移管前後に発生し

た滞留分の影響がなくなったこと等により、23年度の効果額は 22年度と比べ減少していま

す。

【(回表4-20)レセプト点検効果額】

被保険者 1人 当たり効果額

資格点検 1.638円  (2,357円 )

内容点検 1,244円  (1,967円 )

外傷点検 606円  (619円 )

(注)( )内 は、22年度の数値である。

① 資格点検及び内容点検は、4月 から3月 までの間
に社会保険診療lll酬 支払基金から再審査の結果が

通知 されたレセプ トに係る効果額。

外傷点検は、4月 か ら 3月 までの間に返納金の決

定を行つたレセプ トに係る効果額。

宙)無資格受診等の事由による債権の発生抑制及び早期回収
無資格受診等の事由による債権を発生させないよう、被保険者の資格を喪失または被扶養

者の要件に該当しなくなつた後においても保険証の返却がされていない方へ文書を送付す

るなど、無効となった保険証の早期かつ確実な回収に努めました。

また、発生した債権については、文書による催告を行うなど早期回収に努めました。

口 (3)保健・福祉事業の着実な実施

i)特定健康診査及び特定保健指導の推進

20年 4月 から40歳以上の加入者に対する特定健康診査 (以下「特定健診」)及び特定健

診後の特定保健指導の実施が医療保険者に義務づけられ、国から特定健診実施率等の達成目

標 (参酌標準)が示されています。24年度の達成目標は、特定健診実施率 70%、 特定保健

指導実施率 45%、 メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少率は対 20年度比 10%

とされており、その達成状況に応じて、各保険者が負担する後期高齢者医療制度への支援金

が加算減算される仕組みになっています。

これらの目標の達成に向けて、20年 4月 に船員保険における5カ 年計画 (下表参照)が策

定されており、協会としても、これを踏まえ、特定健診等を推進しています。

【(図表 4-30)5カ 年計画における実施率目様】

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 (参酌標準 )

特定健康診査 48.6% 55.1% 60.11 65.1“ 70.0%

1被保険者 60 0% 62 5% 65 0% 67 500 70 0%

疇 嘉 35 0% 43 8% 52 6% 61 4% 70 0%

特定保健指導 20.0% 26.2% 32.4“ 38.6% 45.0%

1被保険者 20 010 26 2% 32 4% 38 6% 45 0%

1被扶養者 20 001 26 2% 32 400 38 6% 45 0%

(注)被保険者に係る健診実施率については、船舶所有者からの船員手帳健康証明取得分20%を含む。

しかしながら、特定健診及び特定保健指導の実施率はともに目標を下回る結果となってい

ます。これは、他の保険者 (健康保険組合や共済組合)に比べて規模の小さい事業所が多く、

かつ広い地域に点在していることや乗船中の被保険者との接触がとりにくいことなどから、

効率的な健診の受診勧奨や特定保健指導の実施が難しいという事情が背景にあります。

23年度は、健診実施機関の拡大など、受診しやすい環境の整備を進めましたが、東日本大

震災の影響もあり、健診や特定保健指導の実施率 (速報値)は、ほぼ前年度と同程度の水準

|こ とどまりました。

24年度は、加入者に対する広報や個別の働きかけの強化、受診手続きの更なる簡素化など、

実施率の向上に向けた取り組みを行っていきます。
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図表 3-31)

21年 度 22年 度 23年 度 22年度比較増減

実施率 実施率 実施率 受診者数 実施率

生活習慣病予防健診

(被保険者の特定健診 )

40～ 74歳

43.385人

(受診者 )
14320人

330%

(対象者 )

41.771人

(受 診者 )

14060ノ、

337% 40,665人
(受診者 )

13748人

338% ▲312人 01%

生活習慣病予防健診

(被保険者 )

35～ 39歳

(対象者 )

4691人
(受 診者 )

1,749人

373%

(対象者)
4657人
(受診者)
1874人

402%

(対象者 )

4.707り、

(受診者 )

1886人

401% 12 ノ、 ▲01●/●

特定健康診査

(被扶養者 )

40～ 74歳

(対象者 )

29.850人

(受 診者 )
2658人

86% 28.596人
(受診者 )

2.419ノ、

85%
(対象者 )

27.435人

(受診者 )
88% ▲ 11人 030/O

特定保健指導

(被保険者 )

初回面談
4647人
(受診者 )
1074人

236%

(対象者 )
4484人
(受診者 )
1037ノ、

231%

(対象者 ,
4.177人

(受診者 )

974人

233% ▲63人 02%

6か 月後評価 280人 62% 286人 64% 229人 65% ▲57人 ▲09%

特定保健指導

(被 扶養者 )

初回面談

(対象者 )
269人
(受診者 )
17ノ、

63%
(対象者 )

232ノ、

(受診者 )
13人

56%
(対象者 )

270人
(受診者 )
5 ノ、

19% ▲8人 ▲37%

6か月後評価 2人 070/。 6人 26% 1人 04% ▲5人 ▲22%

健診については、当該年度末時点の :こ 行政法人等職員被保険者を除
「 (対象者)」 とし、当該年度中の受診者を 「 (受診者 )」 としている。

(注 2)船舶所有者からの船員保険手帳健康証明取得分を含めていない。

.以下のとおりです。特定健診・特定保健指導に係る 23年度の主な取り組みは、

ア.健診実施機関の拡大
生活習慣病予防健診 21年度末現在   117機関

22年度末現在   123機関
23年度末現在   126機関
21年度末現在  1,241機 関特定健康診査

22年度末現在  1,420機 関
23年 9月 末現在  49,514孝発関X(健康保険と同様の集合契約を導入)

している機関を含む。※集合契約 Aと 集合契約 Bの合計であ り、重複 して契約

イ 被扶養者の受診手続きの簡素化
被扶養者への受診券の事前交付申請手続きを廃上し、あらかじめ特定健診対象者

となる者全員に受診券を交付することとし、受診手続きの簡素化を行いました。

ウ パンフレットの送付による健診案内
健診の案内について、被保険者用の生活習慣病予防健診パンフレットを船舶所有

者 6,023へ送付しました。

特定健診対象被扶養者 26,696人 に対して被扶養者用の特定健診パンフレットを

配布し、船舶所有者経由により案内を実施しました。

工 広報活動
「船員保険業務のご案内」パンフレットに生活習慣病予防健診等について記載し、

協会支部、年金事務所などの窓口に設置しました。

また、健診業務の委託先である財団法人船員保険会のホームページを活用し、生

活習慣病予防健診については健診実施機関の一覧を掲載し、被扶養者の特定健診に

ついては協会各支部のホームページにリンクを張り、特定健診実施機関を開覧する

ことができるよう改善しました。

さらに「船員ほけん」、「船員しんぶん」等に健診案内の掲載を行うなど、積極

的な受診勧奨を実施しました。

オ 健診未受診者への勧奨
23年 11月 に健診未受診者のいる船舶所有者あてに未受診者名簿を送付し、健診

の受診勧奨を行いました。 (未受診勧奨船舶所有者 3,633)

‖)加入者に対する生涯にわたる健康生活支援のための総合的な取組の着手

加入者一人ひとりの健康増進を図ることを目的として、23年度より「船員保険生涯健康生

活支援事業」を新たに実施しました。具体的な事業は次のとおりです。

・ 生活習慣病予防健診を受診しても自らの健診結果を見ていなかったり、覚えていない受

診者が多い現状を踏まえ、意識・行動の変化につなげる有効な情報を提供するため、個々

の健康状況に応じたオーダーメイドの情報提供冊子を作成し、23年 4月 から 12月 まで

に生活習慣病予防健診を受診した 11,521名 の方に配布しました。

・ 加入者の健康増進を図るため、「糖尿病の予防と治療」及び
「薬の上手な使い方・保管

方法」の 2テーマについてパンフレットを作成し、全被保険者に配布しました。

・ 加入者の健康増進に対する意識啓発につなげるため、船員労使団体が開催する研修会に

保健師を講師として派遣しました。

。今後の健康づくりの取組み等の検討に資するため、レセプ トデータを活用し、加入者の

疾病動向に係る調査分析を行いました。

Ⅲ)福祉事業の着実な実施

船員労働の特殊性を踏まえ、無線医療事業、洋上救急医療の援護事業、保養事業等につい

て、蓄積されたノウハウを有する財団法人船員保険会、公益社団法人日本水難救済会に業務

を委託し実施することにより、円滑な事業運営、カロ入者の生命の安全の確保及び福利厚生の

向上に努めました。

また、船員保険の保健・福祉事業をよリー層効果的・効率的に実施していくため、加入者

や船舶所有者の皆様のニーズ等についてアンケー ト調査を実施しました。
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組織運営及び業務改革

lg)組 織曽
^事

制度の適切な運営

i)組織運営体制の強化

本部と支部の適切な支援、協力関係の構築として、23年 4月 、9月 、12月 及び 24年 3

月に支部長会議を開催しました。また、役職員が全国 6ブロックのブロック会議に参加し、

支部幹部と意見交換を行う等、 トップの意思を徹底し、事業運営や計画等に関して意思の
統一を図りました。

これらの取組みを通じて、内部統制が適切に機能し、諸課題に対して本部と支部が建設

的な議論を通じて共に考えて解決策を模索していくことを基本とする体制の構築に努め

ています。

組織体制については、支部内の部門間連携の強化に向けて、3支部でそれまで2ヶ所に

離れていた支部の事務所を統合しました。また、保健事業推進検討会における検討を踏ま

え、保健グループの企画力を強化し事業の推進を図るため、22年 10月 から、保健グルー

プを原則として業務部から企画総務部へ移管する見直しを行いました。

また、業務及びシステムの刷新の検討を行うため、平成 23年 4月 1日 より本部に業務・

システム刷新準備室を設置しました。

1)実績や能力本位の人事の推進
個々の職員の役割ゃ日標を明確化するため、全職員が半期ごとに目標達成シー トを作成

し、日標管理で設定した目標に対する達成度を含め、その期間の取組内容や成果を人事評

価に反映しました。また、24年度に向けた制度の見直しとして、幅広く労務管理を行う必

要がある管理職員については、評価内容及び着眼点を具体的に記述し、より実態に即した

評価項目とする等、人事評価要領の改正を行いました。

Ⅲ)新たな組織風土・文化の定着
部長、グループ長、リーダー、スタッフの各階層を対象として、協会のミッションや日

標、職員へ期待すること等、各階層に求められる役割について研修を行い、協会の理念の

もと新たな組織風土 。文化の定着に取り組みました。

年度の節日となる4月 、10月 及び 1月 に理事長から全職員に対してメッセージを発出し、

協会のミッションや目標についての徹底を図りました。

23年 H月 には人事制度検討会を設置し、人事制度改定の検討を開始しました。協会独
自の人事制度を構築し、協会の事業展開、取組みを支え、発展させることができる新たな

組織風土の定着と職員の意識改革をさらに促すため、今後、人事コンサルタントの支援を

得ながら、業務・システム昴」新の運用が開始される26年 ごろを目途に実施できるように

検討しています。

市)コ ンプライアンス・個人情報保護等の徹底

法令等規律の遵守 (コ ンプライアンス)については、職員に行動規範小冊子を配布し、

常時携行させ、コンプライアンス基本方針、行動規範、通報制度に対する意識の醸成を図

っています。23年度には本部コンプライアンス委員会を6月 と3月 に開催し、通報事案に

ついての措置の決定等を行うとともに、通報及び支部からの報告への対応手
'原

及びコンプ

ライアンス通信第 3号の発行を決定しています。特に、ハラスメントの防止に重点を置き、

階層別研修や業務別研修の研修項目にハラスメント研修を追加するとともに、セクシャル

ハラスメントの防止と相談員の周知を目的としたセクシャルハラスメント防止ポスター

を本部及び支部へ配布しました。

個人情報保護や情報セキスリティについては、各種規程の遵守やアクセス権限、パスワ

ー ドの適切な管理等を徹底するため、個人情報の管理状況の点検を随時実施しました。ま

た、情報の格付け及び取扱制限に関する遵守事項の体系的整理等について検討を行ってい

ます。

また、企画総務担当者説明会をプロック別に実施し、ハラスメント、個人情報保護、情

報セキュリティ等に関する留意事項を説明し、周知徹底を図りました。また、説明会に参

加した職員が各支部において伝達研修を行うなど、コンプライアンス、個人情報管理、情

報セキュリティ対策の徹底を図りました。

v)リ スク管理

リスク管理については、23年 6月 に第 3回 リスク管理委員会を開催し、被災時であって

も必要な業務を継続できるような対応について議論を行いました。また、被災時における

事業部門ごとの業務の優先度について検討を行いました。

(2)人材育成の推進

各階層に求められる役割についての理解と必要な能力の修得を目的とした階層別研修、各

業務に必要な知識の習得、スキルのアップを目的とした業務別研修、支部の実情に応じた支

部別研修を実施し、人材の育成 。開発を推進しました。

階層別研修として、新任支部長研修、部長研修、グループ長研修、リーダー研修、スタッ

フ研修、既卒者採用時研修、新卒採用者研修、キャリア開発研修等、H講座で計 22回開催
し、特に役員が協会のミッションや目標、それぞれの階層に期待すること等を直接研修生に

講話する機会を設けるとともに、組織マネジメント、リーダーシップ、コミュニケーション、

キャリアビジョン等について研修を行いました。研修テーマは昨年と同様としましたが、よ

り高い研修効果が得られるように研修期間を延長しました。

23年度より新卒採用者の入社が始まつたことを受けて、将来の協会を担う人材の育成を推

進するために新入職員育成プログラムを策定しました。このプログラムに従い、協会業務を

総合的に理解することを目的として、新入職員研修 (4月 )の後、配属支部において約 6カ

月間にわたり計画的に支部業務全般を理解するためのO」 T研修を実施し、新入職員フォロ

ーアップ研修 (9月 )に より6カ 月にわたる研修の習熟度の確認などを行いました。
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また、e― ラーニングを活用して、新たな役職に必要な基本的な知識の習得と役職に求め

られる役割に対する理解を深めることを目的として、新任グループ長研修、新任リーダー研

修を新たに実施し、階層別研修について一層の充実を図りました。

業務別研修については、業務基礎研修、統計分析研修、CS向上研修、レセプ トスキルアッ

プ研修、保健師研修等 10講座で計 36回 開催し、各業務の特性に応じた内容及び形態で研修

を行いました。特に保健師を対象とした研修においては、担当業務の役害」や実務経験により

クラス分けを行うことで、受講者の理解度がより向上するように工夫を行いました。レセプ

トスキルアップ研修については、医科は全国を 13ブロック、歯科については 2ブロックに

分けて計 15回開催し、より多くの職員が受講できるようにしました。

支部別研修は、各支部の実情に応じて年間計画を作成し実施しています。また、職員の能

力開発の機会を増やすため、自己啓発のための通信教育講座の斡旋を行い、23年度から本

部で受講推奨講座を選定し、当該講座を所定の期間で修了した職員に対して受講経費の一部

を補助する制度を設けました。この結果、前年の 4倍の職員が受講しました。

(3)業務改革の推進

i)業務プロセスなどの見直し

健康保険業務において、各支部で行つている効果的な業務方法や各支部内で行える業務

改革 。改善の検討・提案を行う場として、業務改革会議を 10ブロックで開催しました。

23年度前半は、窓口対応の標準化を目指し、「窓ロマニュアル」の作成をテーマとして

検討を行い、お客様の訪問目的の制度に対する該当可否や見込み等をご案内する「訪問目

的別フローチャー ト」、また後日申請書を作成されるお客様に対し記入漏れ等の不備をお

客様ご自身でチェックいただく「注意事項記載チェックリス ト」、申請書受付時における

書類等の確認漏れや記載誤り等の防止を目的とした「申請書受付時のチェックリス ト」の

3種類の窓ロマニュアルを作成し、全支部で活用しています。

23年度後半は、支部主体の会議進行・運営を行いました。各ブロックにおいてテーマを

独自に企画・検討することとし、それぞれの検討結果については、各プロック支部におい

て取組みを行うとともに本部関係部署へ情報提供を行いました。

1)アウトソーシング (外部委託)の推進
保険証、支給決定通知書等の封入封絨及び発送業務、柔道整復施術療養費支給申請書に

係る通番の打番業務について支部でアウトソーシングを実施しています。また、24年 1月

からはレセプ ト内容点検の一部アウトソーシング化を 3支部で先行的に実施しています。

アウトソーシングの実施により、職員を中核の業務にシフトし、保険者機能の強化のため

中核を担う企画業務や現金給付の適正化に向けた審査業務の強化を図りました。

面)業務・システムの刷新について

現行のシステムについては、サーバー等の機器の経年劣化に伴うトラブルの回避、更新

について検討が必要になっているほか、大量データ処理に効率的に対応しきれていない等

の課題があります。また、業務プロセスについても大量の紙を使用する処理となっている

など、早期に解決すべき課題があることから、業務の効率化、合理化に向けて見直してい

く必要があります。

業務。システム刷新では、5年程度となっている機器更改の時期を 10年程度とするシス

テム設備の耐用年数の長期化、データを一元管理する統合データベースの構築、データ分

析・活用ツールを利用した情報収集・分析 。発信機能の強化、事務処理のペーパレス化・

自動化、定型的事務の集約化によるスケールメリットを活かした効率化等を実施していき

ます。これらの施策により、加入者サービスの向上や事務処理品質、提供スピー ド等の改

善を図り、業務プロセス・システムの改革、業務の改革及び意識の改革を推進していきま
―
,~。

23年度においては、4月 に「業務・システム刷新準備室」及び「業務・システム刷新会

議」を設置して内部体制を整え、22年度に実施した業務・システム刷新調査の結果に基づ

き、刷新の基本方針、スケジュールt調達計画及び具体的施策等を策定しました。

そして、具体的施策を実現するための新しい業務プロセス及びこれを支えるシステムの

機能等を決定する「要件定義」を実施するとともに、システム構築を円滑に実施するため

工程管理支援事業者等の事業者の調達手続を進めました。

24年度以降も、引き続き各種調達を実施し、段階的に新システムの設計及び構築を進め

ていきます。

E(4)経費の節減等の推進
協会の追迫した財政状況を鑑み、22年度から24年度までの 3年間において財政再建のた

めの特例措置が講じられているところであり、協会としても自ら財政再建策の一つとして、

22年 8月 に事務経費削減目標を定めた全国健康保険協会事務経費削減計画を策定し、日標

を達成するよう努めています。

【削減日標】

○業務経費 (法令上保険者に義務付けられている健診・保健指導に係る経費、医療費適正

化に係る経費等を除く。)については、費用対効果を十分に踏まえた効率的な執行に努

め、24年度までに22年度予算を基準として 4%以上に相当する額を削減する。

○一般管理費 (人件費にかかる経費を除く。)については、効率的な執行に努め、24年度

までに22年度予算を基準として8%以上に相当する額を削減する。

(注)1上 記に掲げる経費の他、 「制度改正等国の施策の変更に伴 う経費」を除外するほか、業務経費について
は 「支部が評議会の了承を得て計上する特別計上経費」、一般管理費については、 「業務  システム刷
新に係 る経費Jを除外する。
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2人件費については、 「平成 22年度以降の定員管理について」 (平成 21年 7月 1日 閣議決定)を踏まえ
検討を行 う。

この削減目標の達成に向けた取組みの一環として、支部から経費削減方策等の提案を求

め、それら各提案について、支部等の判断で実施するもの、本部で実施方法を検討するも

のなどに 3分類し、支部ヘフィー ドバックすることで、他支部の取組事例を参考にしなが

ら協会全体で経費削減に努めてまいりました。これらの取組みにより、サービス水準の確

保に留意しつつ年金事務所窓口職員の効率的な配置を行い、経費の削減を行つたほか、各

支部で調達している消耗品について、Webを使つた発注システムの導入により、各支部で
の発注手続きの簡素化、スケールメリットによるコス トの削減、随時発注による在庫量の

削減ができました。

また、調達に当たつては、契約の透明性を高め、調達コス トの削減を図るため、100万

円を超える調達は、一般競争入札を原則とし、随意契約が必要なものについては、本部及

び支部とも調達審査委員会において個別に妥当性の審査を行っています。これら調達実績

については、ホームページ上で公表を行‐pています。23年度における100万 円を超える調

達件数全体では、事業の見直し等により、22年度と比べ 127件 の減少 (対前年比20%減少)、

うち競争性のない随意契約の件数は 71件の減少 (対前年比 242%減少)と なりました。
そのほか、支部別の財政状況を適時、的確に把握できるようにするため、本部で支払いを

行っている支部に帰属すべき経費も含めた、支部別の経費の内訳を毎月各支部に提供し、各

支部での経費肖J減等に活用しています。

【(回表 4-32)契約状況】

区分 21年度調達実績 22年度調達実績 23年度調達実績
一般競争入札 413件  (521%) 301件  147.5%) 233{牛   

“

60%)

企画競争 26件  (33つ 40件   
“

3%) 52ヤキ   (lo 2%)

随意契約 35414    (446%) 298件  
“

6.2%) 222件   1438%)
計 793件 634件 507♯キ

(注 )・ 契約価格が100万円を超えるものを計上。
・
撃屍番蓼婁泥倉冨警君墓熔鷹毅言憲β[模憾霜詈線塞筆驚姦護者λ尋よな依許

には、生活習慣病

・
糧通酷脇解築、摯吻測警凛誨蝠 鋭紺潔鬱誦鱚資話?
般競争入本L不落によるものが4件、その他随意契約によることがやむを得ないものが31件。

|(1)被災者、事業主及び船舶所有者への対応

東日本大震災発生以降、被災した加入者や事業主及び船舶所有者の皆様に対して「東日本

大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」 (特別法)及び国の方針に

基づいて費用負担や保険給付に関し、主に以下のような対応を行つてまいりました。

i)保険証なしての受診

医療機関等を受診する場合は、医療機関等の窓口で「氏名」、「生年月日」及び「事業

所名又は船舶所有者名」を申し出ることにより、保険証を提示することなく受診すること

を可能としました (23年 6月末日まで)。

23年 7月 1日 以降につきましては、保険証の提示が必要となりました。

‖)任意継続被保険者の保険料納付猶予
震災の影響により任意継続被保険者の方が保険料を納付期日までに納付することが困難

な場合には、申出を行えば、23年 5月 末日まで納付を猶予することとしました。

m)社会保険料の納付期限延長、免除
日本年金機構において、被災地域に住所がある事業所や船舶所有者の社会保険料につい

ては納付期限を延長する措置がとられました。

さらに、特別法の成立により、被災による被害で従業員への報酬の支払いに著しい支障

が生じている場合には、最長で 24年 2月 納付分 (24年 1月分保険料)ま での保険料の免

除を受けられることとなりました。

")標
準報酬月額の改定の特例、傷病手当金等に関しての特例

特別法の成立により、事業所又は船舶所有者が被災し、そのため従業員への報酬に著し

い変動が生じた場合には、その月からの標準報酬月額の改定が可能となりました。この措

置は、24年 2月 までに受けた報酬が対象です。

この改定を行つた場合において、傷病手当金及び出産手当金については、改定前の標準

報酬月額に基づく給付が受けられることとされています。

v)医療機関における一部負担金等の猶予、免除
震災後、被災された加入者の方が医療機関等で受診した場合には、医療機関等の窓日で

一部負担金等を支払わず (支払の猶予)受診することを可能としていました。
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特別法の成立後は、被災された方は一部負担金等を免除することとし、23年 7月 1日 以

降一部負担金等の免除を受けるためには、協会など保険者が発行する免除証明書の提示が

必要となりました。

一部負担金等の免除を受けることができる期間は、当初、国からの財政措置がある24

年 2月 末日までとしていましたが、「原発事故に伴う警戒区域等の被災者」については、

24年度政府予算において、24年 3月 以降も引き続き財政措置がされたため、25年 2月 末

日までとしました。また、財政措置がされない「その他の被災者 (住居の全半壊等)」 に

ついても、保険者としての協会の判断で 24年 9月 末日まで免除を継続することとしまし

た。                、

(参考)協会における―部負担金等の免除証明書の発行状況 (累計 )

〔健康保険〕

〔船員保険〕

自己負担還付件数

23年度受診者分 24年度受診者分

生活習慣病予防健診

特定健診

特定保健指導

※ 年 6 数 を計上 した もの

|(2)その他協会の被災者・事業主 (船舶所有者)に対する支援

協会では、以上の特別法や国からの通達による対応のほか、被災地での出張相談を年金事

務所と連携して実施したり、避難所で生活されている方への自治体の健康支援活動に協会の

保健師等が参力日し、協力するなどの対応を行ってまいりました。

福島支部では、23年 3月 28日 から5月 31日 まで福島県の要請により、避難所で被災さ

れた方々に対する健康相談を行いました。延べ 276人の保健師が 704か所の避難所を巡回し

て、7,039人 の方に健康相談を行いました。

宮城支部では、23年 5月 9日 から 5月 31日 まで仙台市の要請により、市内の避難所で延

べ 25人の保健師が 238人の方に健康相談を行いました。また、石巻市の避難所では 5月 か

ら6月 末まで 27日 間にわたり健康オロ談を行いました。

また、津波の被害のあった地域は船員保険加入者が比較的多い地域ですが、船員保険では、

加入者、船舶所有者の皆様を対象に「船員保険被災者専用フリーコール」を設置 (23年 4

月 25日 から24年 3月 31日 まで設置)し、相談体制を整備しました。

1(3)日の財政支援について

震災への対応として、一部負担金等や保険料の猶予・免除や標準報酬月額の特例的な改

定が講じられることとなりましたが、これらへの対応には財政負担が生じることとなります。

協会としては厳しい財政状況の中、これらの負担に対する財政支援措置の要望を健康保険組

合連合会と共同で厚生労働大臣に対し行いました (「東北地方太平洋沖地震及び長野県北部

の地震対策に関する緊急要望書」23年 4月 5日 厚生労働大臣宛)。

この結果、平成 23年度第一次補正予算 (23年 5月 2日 成立)において、①一部負担金等

免除に伴う補助、②保険料免除に伴う補助、③標準報酬の改定の特例に伴う補助として、296

億円 (健保 295億、船保 1億)が予算措置されました。

また、24年度については、「原発事故に伴う警戒区域等の被災者」に係る一部負担金等

免除に伴う補助が 16億円、特定健診及び特定保健指導に係る自己負担分の還付に伴う補助

が 0.1億円予算措置されました。

発行枚数

全国計 「
豪再而蔽

¬
正
電夢ζ要吾
三
竃F:平平
三
[三冒
I

24年 3月 31日 現在 261,916 230,041 20 478 125 910 83 653

24年 6月 30日 現在 286,200 252,615 22,840 137,181 92,594

〔船員保険〕

発行枚数

24年 3月 31日 現在 7,683

24年 6月 30日 現在 8,288

宙)特定健診及び特定保健指導に係る自己負担分の選付
震災後、被災された加入者の方が、生活習慣病予防健診、

受けた場合には、自己負担分を還付 しました。

還付の対象期間は、24年 3月 末 日までとしていましたが、

継続することとしました。

(●考)特定健診及び特定保健指導に係る自己負担分の還付の状況

特定健診及び特定保健指導を

24年度も自己負担分の還付を

〔健康保険〕

自己負担還付件数

23年度受診者分 24年度受診者分

生活習慣病予防健診

特定健診

特定保健指 導 6

※ 24年 6月 末現在の件数を計上 したもの
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東日本大震災への対応について

に対する●用彙担やお付に関す る主な特例檜置

|(1)健康保険における平咸23年度の●僣
23年度も財政問題が中心となつた 1年でした。医療費が増加する一方で、加入者の報酬

が伸びないといつた構造的な要因に加え、高齢者医療への拠出金等がわずか 1年で 3千億円

強も増加するといつた、保険者の努力ではどうすることもできない厳しい状況を背景に、協

会けんぽの財政基盤強化の重要性について、本部・支部一体となり、政府等関係者へ訴えて

まいりました。結果は残念ながら、24年度の全国平均の保険料率は 3年連続、10%への引

上げとなりました。

一方、業務運営については、ジェネリック医薬品の使用促進やレセプト点検等の医療費

適正化、業務の改革とサービスの向上、特定健診・保健指導などの保健事業の効果的な推進

など積極的に取り組んでまいりました。

医療費適正化では、ジエネリック医薬品の推進については、前年度に続き軽減額を通知

する取組みを行い一定の効果を上げました。レセプ ト点検については特に内容点検で前年度

を大きく上回る効果を上げました。

保健事業では、被保険者の特定健診は、日標には至らなかったものの実績は着実に向上

しましたが、被扶養者に係る特定健診、保健指導については、なお目標との乖離が大きく、

課題を残す結果となりました。

業務改革を通したサービスの向上については、サービススタンダー ドについて更なる短

縮を図ることができました。また、業務の効率化、合理化に向けては業務・システムの刷新

に着手いたしました。

このように、業務運営については、保健事業で一部課題を残しつつも概ね順調な運営で

あつたと考えております。

|(2)今後の儀燎保臓の週曽
前述のとおり、財政基盤強化の重要性について、政府等関係者へ訴えてまいりましたが、

24年度の全国平均の保険料率は 3年連続の引上げ、過去に例のない 10%と いう非常事態と

なつています。24年度は協会に対する財政的な特例措置の最終年度となっておりますが、

25年度以降の協会に対する措置は何も決まつていません。25年度以降の姿を政府において

早急に検討いただき、24年度中に新たな法案を提出していただく必要があります。

このようなことから、24年度は大変重要な節目の年で、協会としても財政基盤の安定化、

強化に向けて最大限の努力をしなければならないと考えています。そのため、24年度は「新

しい価値の創造に向けた実践Jの年と位置づけ、特に三つの点に取り組んでいきます。
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第二は、中小企業の保険料負担軽減に向けた関係者への働きかけ、いわゆる「訴求力」

の強化です。繰り返しとなりますが、24年度は協会けんぽに対する財政的な特例措置の最終

年度になり、25年度以降の協会に対する措置は何も決まっていません。これに対し、政府を

はじめとした関係者に中小企業の保険料負担の軽減の重要性を理解していただき、政策に結

びつけていただかなければなりません。国庫補助率の20%への引上げと、公費負担の拡充を

はじめとした高齢者医療制度の見直しに向け、加入事業所、加入者の皆様と一体となって取

り組むべく、この 2点を訴えるための署名活動を24年 5月 より開始しました。また、6月 には

中小企業の医療制度を考えるための意見広告を新聞紙面に掲載し、さらに、H月 には各支部

の評議員を中心とした全国大会を開催し、協会の抱える課題を大きく訴えてまいります。

第二は、協会の加入者である中小企業との一体感の醸成です。加入者が母体企業の社員

である健康保険組合と異なり、協会の加入者は協会けんぽに加入している意識が残念ながら

薄い状況にあります。このため、典型的に保健事業に現れていますが、協会の働きかけに対

し加入者の皆様になかなか反応していただけない状況となつています。この状況を変えてい

くため、広報活動、保健活動という協会のいわゆる「営業力」を強化し、中小企業の皆様が、

協会けんぽを自分たちの医療保険者であると認識してもらえるよう努力を行つてまいりま

す。

第二は、私たちが保有する医療情報の調査・分析機能を最大限に活かした「発信力」の

強化です。協会は国民の36人に一人、3,500万 人が加入する日本で最大の医療保険者であり、

保有するレセプ トデータゃ健診情報を活かし、加入者の健康づくりや適切な受診行動を支援

することができます。協会けんぽが保有する医療情報を通して質の高い医療が地域で提供さ

れるよう支えていきたいと考えております。

また、協会は設立から23年度までの3年半の間、保険者機能を十分に発揮できる新たな保

険者を創る、すなわち「倉1建Jすることを目標に取り組んでまいりました。そしてこれから
は、この「創建」の仕上げに向かって、さらに前進しなければならないと考えております。

業務・システム刷新はまさに協会の組織を改革する基盤となる取組みで、例えば、協会けん

ぽの支出約8兆円のうち、現金給付の支出は約5千億円で全体の約7%程度ですが、この業務

に全職員の約半数が当たっています (次図参照)。 このような業務を効率化し、保健事業・

調査分析などに人的資源を振り向け保険者機能をより強化していく必要があります。システ

ムについても現システムは、複数のパッケージを組み合せた形でシステムごとに別々でデー

タを保有しております。このようなシステムも統合し、統合データベースをつくり、加入者

の皆様のためにさらに保険者機能が発揮できるようにしたいと考えています。

このように、「創建Jの仕上げの一環として業務・システムの刷新を推進し、その効果

として、創造的な活動を拡大し、さらに保険者機能の強化を図り、加入者及び事業主の皆様

の利益を実現することを目指してまいります。

回
一」‥‐‐―馴
□

なお、従来の「保険者機能強化アクションプラン」を発展させた、第 2期 「保険者機能

強化アクションプランJを新たに24年度に策定し、業務・システム刷新の節目となる26年度

を目途に創造的な活動を拡大するため、必要な取組みに着手することとしています。

47

日 (3)船員保険における平成 23年度の総播

船員保険事業が国から協会に移管されて 2年 3カ月が経過しました。23年度は、「安定

的かつ健全な事業運営基盤の確立」と「力日入者一人ひとりの健康増進」を目指して事業運営

を行つてきました。

その結果、各種現金給付の支払いや保険証の交付などの基礎的な平常業務については、所

要日数が短縮されるなど業務運営が軌道に乗りました。また、医療費通知、お客様満足度調

査、船員保険生涯健康生活支援事業などの新しい取り組みにも着手しました。

一方で、東日本大震災の影響もあり、特定健診や特定保健指導の実施率は伸び悩みました。

また、被扶養者資格の再確認を見送るなど、計画どおりとならなかった事業も生じました。

現金給付
05兆円
(6 6%)

※23年度決算報告書ベース(介護納付金 借入金の償還等を除いたもの)
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こうした状況を踏まえ、24年度においては、加入者の健康生活を支援するための各種事

業や医療費適正化対策に関する取り組みを一層強化し、保険者機能を十分に発揮できるよう

努力してまいります。また、中長期的な財政見通しを踏まえながら、引き続き健全な財政運

営に努めてまいります。
協会の予算、決算関係の書類は、制度上、A.予算、決算報告書、B 貸借対照表、損益計

算書等の財務諸表、C 支部別収支があり、さらに、制度上の位置づけはありませんが、D

協会管掌健康保険全体の収支の予算 (協会会計と国特別会計を合算した収支で事業報告書の本

文では「合算ベースの収支Jと しています。また、保険料率の議論を行う際の運営委員会への

提出資料では「協会けんぽの収支イメージ」としています)、 決算があります。

A、 Bは、全国健康保険協会の法人としての収支、財務状態に関する会計書類であり、Aの

収支予算・決算は、国と同様の現金収支の基準 (現金主義)に よる表示がなされていますが、

Bの財務諸表は、企業会計原則 (発生主義)に則り、企業会計基準で表示されます。この 2つ

は、決算においては、期間の取り方が若干異なる、貸倒引当金や退職給付引当金などのように

現金の動きはないが債務認識すべき事項を考慮するか否か、などの違いがあります。また、そ

もそもAは、いわゆる「フロー」と「ス トック」とを区別せずに、すべて収支に計上すること

になっておりますので、Aでは借入金や借入金償還金などが、収入、支出として扱われていま

す。

いずれにしましても、A、 Bと もに、全国健康保険協会そのものの収支、財務に関するもの

です。

しかしながら、全国健康保険協会管掌健康保険の財政は、協会だけで完結しているわけでは

ありません。任意継続を除く保険料の収納は厚生労働大臣 (の委託を受けた日本年金機構)が

行い、このため保険料収入はいつたん国の年金特別会計に入り、政府での経費、日本年金機構

の徴収関係の事務費支払を差し引いて、その残額が国から協会に保険料等交付金として入つて

きます。A、 Bは、この保険料等交付金が協会に入つてくる段階以降の収支などを表示するも

ので、国の特別会計での費用は入っていません。国、日本年金機構での関係経費も健康保険料

による負担となりますので、保険料率を算定する上では、国の特別会計での支払いをもカバー

しなければならず、保険料率設定のための検討を運営委員会等で行うためには、Dの資料が必

要となります。これが合算ベースによる収支です。

なお、Dの書類は法律上の作成義務はありません。法律上は、協会は協会の予算、決算ご財

務諸表、国は年金特別会計の予算、決算の関係書類を作成する義務があるだけであり、国の特

別会計、協会をまたがる協会管掌健康保険の全体に関する財務関係書類は制度上の作成義務は

ありません。

Cの支部別収支は、予算時の支部別収支見込み、決算時の支部別収支として作成しますが、

その目的は、各支部の保険料率を適切に設定することと、各支部の収支差の実績を明らかにし

翌々事業年度の都道府県単位保険料率における精算 (翌々事業年度の支部別収支見込みにおい
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て、収支差がプラスであれば当腋額を収入に加算し、マイナスであれば当該額の絶対値の額を

支出に加算)に反映することです。
このため、Cの支部月1収支は、Dの合算ベースの収支に基づいて作成しています。具体的に

は、医療給付費は、支部の実績 (予算では見込み)を年齢及び所得調整、激変緩和を行つた上

で計上し、保険料収入 (一般分)は、各支部の総報酬額に保険料率を乗した額に基づいて全体
の額を核分して計上しています。また、特別計上分は、支部の実績を計上しています。それ以

外の収入、支出は、全体の額を総報酬額シェア接分により支部別に割り振つた額を計上してい

ます。したがつて、基本的には、Dの合算ベースの収支を支部別に害Jり 振ったものとなつてい

ます。ただし、「医療給付費」、「現金給付費等」、「前期高齢者納付金等」、「業務経費」、

「一般管理費」については、国車補助を除いています。

なお、支部別収支では、「保険料収入Jは保険料収入 (下図①+下図⑥)を計上し、国の特

別会計での収支項目は雑収入 (下図②)を「その他収入 (国 )」 として収入に、業務勘定繰入

(下図③)と過誤納保険料 (下図④)を 「その他支出 (国)Jと して支出に計上しています。

23年度の協会会計と日の特用er「との合算ベースでの収支と協会決算との相遣〈E療分)

合
計
中
翻

【国】

年金特別会計
業務勘定

―①保腋‖
62953

●円

儡

瞼

【国】

年金特別会II
健康勘定

0■中魔保険薔収入
の

"の
ホ交付分 、245■ Fl

OR3●定
“

入
(適用・●収経費)
14●●円

0“取入
輌年慶●

:::_J`"_

率3●t“ス余
"全
●)

10●円

保瞼傷●交竹會

““

9●円(0+0-(0■ 0-0

893●円

―

【協 会】

〈収入,              (支 出)

保険料●交,全 66.559● 円     保険綸付■    4o997● 円
任●保険‖   a93億 円     優出全●     29.752● 円
口

"alb全
●  11,539●円     彙薔籠■・―

"管
理■ ■0■億円

その他      176億 円     そ0籠        6S億 円 〔

0●誤納保腱●●
,7億円

※A、 Bの決算書類には、介離分t計上されます。
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決算報告書
単位 :百万円)

収 入

科   目 予 算 額 決 算 額 差  額 考備

保険料等交付金

任意継続被保険者保険料

コ庫補助金

コ庫負担金

貸付返済金収入

短期借入金

寄付金

惟収入

計

7,254,923

109,786

1,230,836

10,098

2,668

334,000

16,629

8,958,940

7,254,92[

96,97(

1,266,831

10,098

2,167

C

15,38C

8,646.381

△ 12,81(

35,99[

△ 501

∠ゝ 334,00C

C

△ 1,242

△ 312.558

出支

科 予 算 額 決 算 額 差  額 考備

保険給付費

拠出金等

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

老人保健拠出金

退職者給付拠出金

介護納付金

業務経費

保険給付等業務経費

レセプト業務経費

企画・サービス向上関係経費

保健事業経費

福祉事業経費

一般管理費

人件費

福利厚生費

一般事務経費

貸付金

階入金償還金

誰支出

準備金繰入

計

4,726,102

2,972,345

1,239,835

1,473,207

77

259,228

740,238

106,587

8,774

4,287

2,183

91,339

4

26,822

15,614

82

11,126

2,668

334,041

2,980

47,157

4,699,683

2,975,216

1,242,509

1,465,180

73

267,454

740,290

77,837

5,893

3,411

1,625

66,906

2

23,451

14,392

45

9,014

2,186

11

4,415

123,291

8 646 381

∠ゝ 26,419

2,871

2,675

△ 8,027

△ 4

8,227

53

∠ゝ 28,750

△ 2,881

∠ゝ 875

∠ゝ 558

∠ゝ 24,433

△ 2

∠ゝ 3,371

∠ゝ 1,223

∠ゝ 37

△ 2,112

△ 481

△ 334,030

1,434

76,134

△ 312 558

(注 1) 東日本大震災関係の特例等は以下のとおり。
① 国庫補助金には災害臨時特例補助金 (29,085百 万円)、 震災に係る特定健康診査・保健指導補助金 (30百万円)を含めて計上
している。

② 保険給付費には一部負担金等免除に伴う費用 (10,655百 万円)、 傷病手当金等に関する特例に伴う費用 (19百万円)を含めて
計上している。

③ 保健事業経費には健診及び保健指導の自己負担金の免除に係る費用 (51百 万円)猜 めて計上している。

(注2) 期首及び期末に短期借入金残高はないが、期中の借入金に係る利 E、額 (11百万円)を借入金償IIE金 に計上している。

(注3) 健康保険勘定の財政収支については、準備金繰入を除くと123,291百 万円の収支差である。

(注4) 計数は、四捨五人のため一致しない場合がある。

船員保険勘定
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決算報告書

( 百

入収

科   目 予 算 額 決 算 額 差  額 考備

保険料等交付金

疾病任意継続被保険者保険料

国庫補助金

国庫負担金

職務上年金給付費等交付金

貸付返済金収入

塵用収入

推収入

準備金戻入

34,411

1,492

2,801

238

8,24[

58

65

455

47,771

34,414

1,404

3,337

238

7,959

7

76

137

457

48 029

∠ゝ 88

536

∠ゝ 286

4

19

72

1

258

晨務 1年 全給付癸うの減

出支

科   目 予 算 額 決 算 額 差  額 考備

保険給付費

拠出金等

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

老人保健拠出金

退職者給付拠出金

介護納付金

業務経費

保険給付等業務経費
レセプト業務経費
保健事業経費

福祉事業経費

その他業務経費
一般管理費

人件費

福利厚生費

一般事務経費

貸付金

雑支出

予備費

準備金繰入

計

28,113

11,149

4,169

5,777

0

1,203

3,268

2,926

159

25

473

2,245

25

948

383

1

27,033

10,840

4,008

5,637

0

1,194

3,266

2,522

113

18

352

2,027

12

729

378

0

351

6

222

3,4121

4R O'01

1,080

∠ゝ 309

△ 161

∠ゝ 140

△ 0

△ 9

△ 2

∠ゝ 404

∠ゝ 46

△ 7

△ 121

△ 218

△ 13

△ 218

△ 5

△ 1

△ 212

3

143

△ 300

2,426

△

き診
=施
率が予算の見ヽみを下口つたことによる減等 注10

「備■を使用しなかoたことによる減

(注1)東 日本大震災関係の特例等は以下のとおり。

①
ぜ蟄雹fぞ紘

は災害臨時特哺 助金

“

認百万 D、 震災に係る特

=健

康診査樅 指導補助金ω 4百万円 を含め

②
″l夕宝せ割 :屋

~部負担金等免除に伴う費用 047百 万円)、 傷病手当金等に関する特例に伴う費用

“

百万円)を含

③ 保健事業経費には健診及び保健指導の自己負担金の免除に係る費用 (1百 万円)を含めて計上している。

(注 2)福 祉事業経費には特別支給金 (予算額 :1,817百 万円、決算額 :1,651百万円)など、職務上の事由による保険給付を
受給している者に対し付加的に支給する現金給付の費用が含まれている。

(注 3)船 員保険勘定の財政収支については、準備金繰入を除くと3,412百万円の収支差である。

(注4)計 数は、四捨五入のため一致しない場合がある。

平成 23年度

第 4期

自 平成 23年  4月  1日

至 平成 24年  3月 31日

全国健康保険協会
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健康保険勘定

【健康保険勘定】

貸 借 対 照 表

平成24年 3月 31日 況在

(単位 :円 )

科 金 額

産の部

流動資産

現金及び預金

未収入金

前払費用

被保険者貸付金

その他

貸倒引当金

流動資産合計

固定資産

1 有形固定資産
建物

車両

工具備品

ノース資産

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

リース資産

無形固定資産合計

投資その他の資産

敷金

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

302,331,274,638

291,835,527,362

119,308,770

456,147,537

695,984

△ 4,656,816,630

590,086,137,661

4,741,368,494

80,548,061

3

61,055,549

724,118,322

865,721,935

3,833,323,699

6,858,600

35、 122.260

3,875,304,559

342,000

342,000

594,827,506.15(
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(単位 :円 )

科 額金

負債の部

I 流動負債
未払金

未払費用

預り補助全

預り金

前受収益

短期リース債務

資産除去債務

仮受金

賞与引当金

役員賞与引当金

流動負債合計

Ⅱ 固定負債
長期末払金

長期リース債務

資産除去債務

退職給付引当金

役員退職手当引当金

固定負債合計

負債合計

純資産の部

1 資本金
政府出資金

資本全合計

Ⅱ 利益剰余金
当期未処分利益

(う ち当期純利益)

利益剰余金合計

純資産合計

負債・純資産合計

520,577,593,94C

717,383,45[

15,050,132,667

50,102,83C

10,872,892,554

801,313,041

53,991,549

2,207,657

968,995,295

7,801,984

549,102,414,981

14,941.462,172

61,250,00(

36,690,91C

22,804,19C

14,796,722,278

23,994,781

6,594,277,97C

564.043 877 153

6,594,277

24,189,351

24,189,351,026

(127,955,688,840)

30,783.629,001

594,827,506,15〔

科 金 額

経常費用

事業費用

保険給付費

拠出全等

前期高齢者納付金

後期高齢者支援全

退職者給付拠出金

介護納付金

業務経費

保険給付等業務経費

人件費

福利厚生費

委託費

郵送費

減価償却費

その他

レセプト業務経費

人件費

福利厚生費

委託費

郵送費

減価償却費

その他

保健事業経費

人件費

福利厚生費

健診費用

委託費

郵送費

減価償却費

その他

福祉事業経費

その他業務経費

一般管理費

人件費

福利厚生費

一般事務経費

委託費

地代家賃

その他

減価償却費

貸倒引当金繰入額

その他

事業費用合計

9,136,294,18(

16,201,47(

663,158,05(

2,296,743,50(

2,151,955,75(

790,048.84〔

1,242,316,759,18C

l,465,179,578,264

267,454,189,057

4,678,713,596,562

2,974,950,526,501

740,290,499,119

90,721,524,71

12,578,244,931

8,497,254,391,825

15,054,401,80C

5,348,345,185

68,690,416,592

2,222,580

1,626,138,549

4,093,906,659

9,046,742

918,800,373

226,639,801

44,176,526

55,775,084

3,600,093,364

8,659,665

62,770,688,682

518,218,836

717,346,039

453,626,884

621,783,122

2,278,559,940

2,270,976,240

3,076,859,853

4,178,955,

lll,292,

7,626,396,033

177,738,006

445,425,491

139,438,018

【健康保険勘定】

損 益 計 算 書

自 平成23年 4月 1日
至 平成24年 3月 31日

(単位 :円 )
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(単位 :円 )

科 金 額

1 事業外費用

財務費用

1   支払利息
雑損

事業外費用合計

経常費用合計

経常収益

事業収益

保険料等交付金収益

任意継続被保険者保険料収益

国庫補助金収益

国庫負担金収益

保険給付返還金収入

診療報酬返還金収入

返納金収入

損害賠償金収入

拠出金等返還金収入

解散健康保険組合承継金

その他

事業収益合計

事業外収益

寄付金収益

雑益

事業外収益合計

経常収益合計

経常利益

特別損失

固定資産除却損

災害による損失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

当期純利益

39,339,25 39,339,254

500 000

39,839,254

7,254,923,321,000

94,869,702,472

1,250,031,681,971

10,097,702,000

16,375,713

217,754,701

3,784,155,429

6,136,305,644

420,489,968

4,700,616,045

7,337,991

8,497.294.231,

8,625,205,442,934

50,006,182

10,00(

49,996.18:

719,776

4,740,121

8,625.255,449、 116

127,961,218,037

5,459,397

127,955,758,14C

69,30C

127,955,688,84C

単位 :円

科 額金

業務活動によるキャッシュ・フロー

保険給付費支出

拠出金等支出

介護納付金支出

国庫補助金返還金支出

被保険者貸付金支出

人件費支出

その他の業務文出

保険料等交付金収入

任意継続被保険篭憮険料収入

国庫補助金収入

国庫負担金収入

拠出金等返還金収入

被保険者貸付返済金収入

その他の業務収入

/1ヽ言十

利息の支払額

法人税等の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

その他の投資活動による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

1 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出

害lllt債 務の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金の増カロ額
V 資金期首残高
Ⅵ 資金期末残高

△ 4,675,824,451,576

△  2,960,473,617,921

△  736,514,432,119

∠ゝ  1,871,579,820

△  2,186,449,530

△  21,225,653,343

△  80,695,198,152

7,359,339,332,000

96,905,682,329

1,271,367,382,722

10,097,702,000

551,768,224

2,166,575,401

14,842,567,595

276,479,627,81ε

△ 40,540,15(

∠ゝ  3.508,70(

276,435,578,960

△ 46,983,762

△ 693,906,910

158,000

△

△

△

740,732,672

783,872,057

105,000,000

△ 888,872,057

274,805,974,231

27,525,300,407

302 331 274.638

【健康保険勘定】
キャッシュ・フロー計算書

自 平成23年 4月 1日
至 酌戎243月 31日
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(単位 :円 )

科 額金

I 当期未処分利益
当期純月1益
前期繰越欠損金

Ⅱ 利益処分額
健康保険法第 160条の 2の準備金繰入額

Ⅲ 次期繰越利益

127,955,688,8

24,189,351,02C

103,766,387,:40■4

24,189,351,026           .

24,189,351,026

【健康保険勘定】

利益の処分に関する書類 【健康保険勘定】

注 記 事 項

I 財務諸表作成の根拠法令

全国健康保険協会の財務及び会計に関する省令 (平成20年 9月 26日厚生労働省令第 144号 )に定

める基準により作成しております。

Ⅱ 重要な会計方針

1 固定資産の減価償却の方法

上記の利益処分を行つた場合、純資産の部の健康保険法第160条の2の準備金残高は 24,189,351,026円 とな              (1)有 形固定資産 (リ ース資産を除く)

ります。                                                            定額法によつております。なお、主な耐用年数は以下の通 りであります。

建物             10～ 18年

車両               3年
工具備品           2～ 20年

(2)無形固定資産 (リ ース資産を除く)

定額法によっております。なお、協会内利用ソフトウェアについては、協会内における利用可能

期間 (主に5年)に基づいております。

(3)リ ース資産

所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

2 引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸●ll懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(3)役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(4)退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

なお、健康保険法等の一部を改正する法律 (平成 18年 6月 21日 法律第 83号)附則第 15条第 3

項の規定により協会の職員として採用された社会保険庁の職員について、同法附則第 16条第 2項の

規定に基づき、国家公務員退職手当法 (昭和 28年 8月 8日 法律第 182号 )第 2条第 1項に規定する

職員 (同条第 2項の規定により職員とみなされる者を含む。)と しての引き続いた在職期間を協会の

職員としての在職期間とみなすことにより計上される額に相当する額についても、併せて計上して

おります。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年 )に よる定額法により核分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から処理することとしており

ます。
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(5)役員退職手当引当金

役員に対して支給する退職手当に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。

3.健康保険法第 160条 の 2の準備金の計上基準
健康保険事業に要する費用の支出に備えるため、健康保険法施行令 〈大正 15年 6月 30日 勅令第 243

号)第 46条に定める基準により、計上しております。

4 キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金 (現金及び場金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

3ヶ 月以内に償還期日の到来する短期投資としております。

5 消費税等の会計処理
税込方式によつております。

Ⅲ 追加 情報

302,331,274,638円

Ⅶ 金融商品関係

1.金融商品の状況に関する事項
当協会は、資金運用については、健康保険法施行令 (大正 15年 6月 30日 勅令第 243号 )第 1条に

定める金融商品に限定し、資金調達については、銀行からの借入により行つております。

未収債権等については、当協会の定める債権管理方法に従つて、財務状況の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図つております。

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

の事二雷I季:曇事量絶F蹴 詈lぶ∫庁澤̈ 挽ξ肇19象曇堡ぶ文琲              峯よ価
の未払金に含まれている割賦元金10■ 00Q000円は、121長期末払金

"含

めて

の訂正に関する会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指針第 24号 平成 21年 12月 4日 )を適用し
             (注 )1.金融商品の時価の算定方法に関する事項

てお ります。
資 産
(1)現金及び預金

Ⅳ 貸借対照表関係
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

有形固定資産の減価償去口累計額            2,726,394,284円                             おります。

(2)未収入金

V 損益計算書関係                                                       回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は決算日における貸借対照表価

額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもつて時価として
該当事項は、ありません。

おります。

(3)被保険者貸付金
Ⅵ キャッシュ・ フロー計算書関係

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によつて

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係                                 おります。

現金及び預金                  302,331,274,638円
資金期末残高

借入金の使途は短期運転資金であり、厚生労働大臣により認可された資金計画に従つて、資金調達

を行っております。また、リース取引は、設備投資等に係るものです。

2 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位 :円 )

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金

(2)未収入金

貸倒引当金

(3)被保険者貸付金

302,331,274,638

291,835,527,362

△ 4,656,816,630

302,331,274,638

287,178,710,732

456.147.537

287,178,710,732

456,147,537

資産 計 589,966,132,907 589,966,132,907

未払金 (*1)

長期未払金 (*1)

リース債務

520,472,593,940

166,250,000

838,003,960

520,472,593,940

174,185,426

842,908,583

7,935,426

4,904,623

負債 計 521,476,847,900 521,489,687,949 12,840,049

負 債

(1)未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(2)長期未払金、(3)リ ース債務

元利金の合計額を、新規に同様の害」賦又はリース取引を行つた場合に想定される利率で害」

り引いた現在価値により算定しております。

‐
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VI 資産除去債務関係

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1)当該資産除去債務の概要

所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産のリース期間終了に伴 う撤去費用等

に関し資産除去債務を計上しております。

(2)当 該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を当該リース資産のリース期間 (3～ 5年)と 見積り、害J引率は当該リース期間
に見合 う国債の流通利回り 〈0150～ 0408%)を使用して資産除去債務の金額を算定しておりま
す 。

(3)当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

(単位 :円 )

対象事業 交付額
使用状況 (*1)

残高 (*2)
減収相当額 費用

医療保険事業 27,474,812,000 3,133,412,000 10,655,108,000 13,686,292,000

介護保険事業 1,610,598,000 273,038,000 1,337,560,000

特定健診事業 30,278,280 3,997.613 26,280,667

合 計 29,115,688,280 3,406,450,000 10,659,105,613 15,050,132,667

(*1)使用状況のうち、減収相当額とは健康保険の標準報酬月額の改定の特例措置及び保険料の免除

の特例措置によるものであります。また、費用とは健康保険における一部負担金等の免除、特定

健康診査に係る自己負担金の免除等によるものであり、保険給付費及び健診費用として計上して

おります。なお、金額については、開示時点における概算額によつております。

(*2)国庫補助金の未使用額は、翌期以降に返還が見込まれるため、預り補助金として負債に計上し

ております。

期首残高

時の経過による調整額

期末残高

76,485,016円

310,732円

76,795,748円

Ⅸ 重要な債務負担行為

翌事業年度以降に履行となる重要な債務負担行為の額は以下のとおりであります。

件 名 翌事業年度以降の支払予定額

本部事務所賃料等 (市ヶ谷東急ビル) 213,465.362円

全国健康保険協会システム・基盤ハー ドゥェア関連機器

維持管理費
499,359,630円

全国健康保険協会システムネットワークシステム回線・機器

維持管理費
252,137,776円

合    計 964,962,768円

X 重要な後発事象

該当事項は、ありません。

Ж その他の注記

東日本大震災に係る補助金について

東日本大震災の被災者に対して実施した平成23年度全国健康保険協会災害臨時特例補助金交付要細

(平成23年 5月 31日厚生労働省発保 0531第 1号厚生労働事務次官通知)の 3及び全国健康保険協会
特定健康診査・保健指導国庫補助全交付要綱 (平成24年 1月 20日 厚生労働省発保 0120第 4号厚生労

働事務次官通知)の 3に定める特例措置等の事業に係る国庫補助金交付額並びにその使用状況は以下
のとおりであります。
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【健康保険勘定】

1有形固定資産及び無形固定資産の明細

附 属 明 細 書

2.引 当金の明細

(単位 :円 )

区分 期首残高 当期増力日額
当期減少額

期末残高 摘 要
目的使用 その他

貸倒引当金 5,003,808,00: 4,548,864,80( 792,416,86〔 4,103,439,31 4,656,816,63( 注1,注 2

賞与引当金 972,938,751 968,995,29〔 972,938,751 968,995,29[

役員賞与引当金 7,797,054 7,801,984 7,797,05〈 7,801,984

退職給付ら1当金 [4,812,080,21( 850,423,84: 865,781,78〔 14,796,722,27〔

役員退職手当引当金 19,497,18( 7,727,24 3,202,346 27,294 23,994,781 注 3

計 20,816,121,21 6,383,813,16〔 2,642,136,80〔 4,103,466,60( 20,454,330,96〔

(注 1)一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(注 2)当期減少額のその他は、洗替法による戻入額を計上しております。

(注3)当期減少額のその他は、退職者分取崩に伴う戻入額を計上しております。

(単位 :円 )

資産の種類 期首残高 当期増カロ額 当期減少額 期末残高
減価償 累計額

当期償却額

差引期末
帳簿価額

摘 要

建物 30,224,88〔 56,074,55( 86,299,443 5,751,38: 3,380,821 80,548,061

車 両 2.221,28: 2,221.28: 2,221,27( 366,50〔

有形固定資産 工具備品 134,540,49( 4,889,22( 1,996,85[ 137,432,864 76,377,31 25,537,92( 61,055,54C

リース資産 3,370,018,94( 3,856,31 3,366,162,63( 2,642,044,30〔 764,585,99` 724,118,322

3,537,005,61〔 60,963、 77{ 5,853,174 3,592,116,211 2,726,394.284 793,871,25: 865,721,93[

無形固定資産

ソフトウェア 9,478,314,38( 501,557,77 1,389,74〔 9,978,482,41 6,145,158,71( 2,009,024,52( 3,833,323,69C

ソフトウェア仮勘定 95,044,95( 6,858,60( 95,044,95( 6.85860( 6,858,60C

リース資産 117,074,20( 117,074,20( 81,951,94( 23,414,84( 35,122.26(

計 9,690,433,53( 508,416,37` 96,434,69〔 10,102,415,21〔 6,227,110,65〔 2,032,439,366 3,875,304,559
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区 分 期首残高 当期増カロ額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本金

政府出資金 6,594,277,97( 6,594,277,97(

健康保険法第160条の2の準備金

利益剰余金

当期未処分利益 △ 103,766,337,814 127,955,688,84( 24,189,351,02(

3.資本金、準備金、積立金及び剰余金の明細

(単位 :円 )

4.国等からの財源措置等の明細

(単位 :円 )

(注 1)東 日本大震災に係る補助金のうち、翌期以降の返還見込額を預り補助金として負債に計上しております。

…122-

5.役員及び職員の給与費の明細

(単位 :円 、人)

区 分
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

役 員
(4,850,631)

96,425,97〔

2) (    
―
)

3,202,346

( )

1

職 員
(  6,058,201,885)

11,708,103,48:

(   3,151)
2058

(     
―
)

865,781,788

(

計
6,063,052,516)

11,804,529,46(

(    3,153)

2,064

(     
―

)

868,984,134

―
′
優

(注 1)役員に対する報酬等の支給基準は、全国健康保険協会役員報酬規程及び全国健康保険協会役員退職手当規程によつております。

(注 2)職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、全国健康保険協会職員給与規程及び全国健康保険協会議員退職手当規程、全国健康保険協会契約職員

給与規程、全国健康保険協会臨時職員給与規程によつております。

(注3)支給人員数は、年間平均支給人員数を記載しております。

なお、健康保険勘定、船員保険勘定を兼務する役員及び職員の報酬又は給与については、各勘定に共通する経費として按分計上しておりますが、支給人員数
は全て健康保険勘定に含めて記載しております。

(注 4)非常勤の役員及び職員は、外数として( )で記載しております。

区 分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘 要
預り補助金計上 収益計上

保険給付費等補助金 929,890,470,00( 929,890,470,00(

老人保健医療費拠出金補助金 650,91( 650,91

後期高齢者医療費支援金補助金 180,180,994,98( 180,180,994,98〔

特定健康診査・保健指導国庫補助金 271,835,00( 271,835,00(

特定健康診査・保健指導国庫補助金 (東 日本大震災分) 30,278,28( 26,280,667 3,997,61 注 1

介護納付金補助金 121,370,094,45〔 121,370,094,45〔

出産育児一時金給付助成事業費補助金 4,252,081,00( 4,252,081,00(

災害臨時特例補助金 (医療保険) 27,474,812,00( 13,686,292,000 13,788,520,00( だLl

災害臨時特例補助金 (介護保険) 1,610,598,00( 1,337,560,000 273,038,00( 注 1

事務費負担金 10,097.702.00( 10,097.702,00(

計 1,275,179,516,63[ 15,050,132,667 1,260,129,383,97
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船員保険勘定

【船員保険勘定】

貸 借 対 照 表

平成24年 3月 31日 現在

(単位:円 )

科 金 額

資産の部

I 流動資産
況金及び預金

未収入金

前払費用       ′
未収収益

被保険者貸付金

貸倒引当金

流動資産合計

Ⅱ 固定資産
1 有形固定資産
建物

工具備品

リース資産

有形固定資産合計

2 無形固定資産
ソフトウェア

無形固定資産合計

3 投資その他の資産
金銭の信託

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

9,424,709,19C

l,096,024,403

2,286,117

23,092,98C

226,80C

△ 460,377,665

10.085,961,825

30 448,900.368

21,681,82(

32,795,97`

1,933,48〔

56,411,292

311,797,901

311,797,901

30,080,691,175

30,080,691,17〔

40.534,862.193
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科 金 額

負

Ｉ

債の部

流動負債

未払全

未払費用

預り補助金

前受収益

短期リース債務

賞与引当金

役員賞与引当全

流動負債合計

固定負債

長期リース債務

資産除去債務

退職給付引当金

役員退職手当引当金

固定負債合計

負債合計

純資産の部

I 資本全
政府出資金

資本金合計

Ⅱ 船員保険法第 124条の準備金
準備金

準備金合計

利益剰余全

当期末処分利益

(う ち当期純¬l益 )

利益剰余金合計

純資産合計

負債 ,純資産合計

2,515,350,327

6,349,859

103,599,748

133,374,378

1,247,518

21,021,953

1,352,804

2,782,296,587

355,692,892

741,06〔

292,21(

354,469,39〔

190,21〔

465,124,59C

3,137,989,

465,124,

34,018,888,

2,912,859,735

34,018,888,389

2,912,859,735

(2,912,859,735)

37,396,872,714

40,534,862,193

(単位 :円 ) 【船員保険勘定】

損 益 計 算 書
自 平成23年 4月 1日
至 平成24年 3月 31日

(単位 :円 )

科 目 金 額

常費用

事業費用

保険給付費

拠出金等

前期高齢者納付金

後期高齢者支援全

退職者給付拠出全

介護納付金

業務経費

保険給付等業務経費

人件費

福利厚生費

委託費

郵送費

減価償却費

その他

レセプト業務経費

人件費

福利厚生費

委託費

郵送費

その他

保健事業経費

健診費用

委託費

その他

福祉事業経費

福祉事業給付金

委託費

郵送費

その他業務経費

一般管理費

人件費

福利厚生費

一般事務経費

委託費

地代家賃

その他

減価償却費

貸倒引当全繰入額

その他

事業費用合計

241,733,439

342,617

25,789,689

26,898,510

117,o48,686

42,221,437

4,008,415,841

5,636,994,553

1,193,918,522

26,901,697,31(

10,839,328,91で

3,265,970,388

2,852,759,525

473,901,353

44,333,657,4

533

2,004,610,486

11,858.852

25,923,873

44,452

7,379,480

767,869

486,602

236,962,547

109,680,287

1,010,699

1,684,408,361

319,773,62[

428,50C

164,939,53(

114,268,10〔

55,629,58(

108,855,980

95,331

334,837,223

4,022,544

8,927,778

17,162,497
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(単位 :円 )

科 金 額

事業外費用

財務費用

支払利息

事業外費用合計

経常費用合計

経常収益

事業収益

保険料等交付金収益

疾病任意継続被保険者保険料収益

職務上年金給付費等交付金

国庫補助金収益

国庫負担金収益

診療報酬返還金収入

返納金収入

損害賠償金収入

拠出金等返還金収入

その他

事業収益合計

事業外収益

財務収益

受取利息

金銭の信託運用益

雑益

事業外収益合計

経常収益合計

経常利益

税引前当期純和l益

法人税、住民税及び事業税

当期純利l益

59、 83( 59,83(

59,831

1,082,982

76,135,828

34,414,350,000

1,328,133,596

7,829,663,282

3,216,416,972

238,186,000

22,397

102,097,673

39,122,630

1,199,205

5,700

44,333,717,325

47,169,197,455

77,380,305

77,218,810

161,49[

47,246,577,76(

2,912,860,43(

2,912,860,43(

70(

2 912 859 73〔

(

科 目 金 額

業務活動によるキャッシュ・フロー

保険給付費支出

拠出金等支出

介護納付金支出

国庫補助金返還金支出

被保険者貸付金支出

人件費支出

その他の業務文出

保険料等交付金収入

疾病任意継続被保険者保険料収入

国庫補助金収入

国庫負担金収入

拠出全等返還金収入

被保険者貸付返済金収入

その他の業務収入

ノ」ヽ言十

利息の支払額

利息の受取額

法人税等の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシユ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

lll 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務 の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金の増加額
V 資金期首残高
Ⅵ 資金効末残高

△

△

△

26,940,348,789

10,865,796,240

3,262,905,385

△ 158,162,60C

∠ゝ 5,599,100

∠ゝ 410,753,417

2,796,010,212

34,289,580,000

1,402,914,603

11,307,124,608

238,186,000

1,518,529

6,643,400

141,413,011

2,947,804,40:

△ 60,97(

1,082,98:

△ 240(

2,948,824,00〔

△ 10,185,00(

∠ゝ 16.857.75(

△ 27,042,75C

∠ゝ  1,219,181

△ 1,219,181

2,920,562,07`

6,504,147,1lC

9,424,709,19(

【船員保険勘定】
キャッシュ・フロー計算書

自 平成23年 4月 1日
至 平成24年 3月 31日
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【船員保険勘定】

利益の処分に関する書類

(単位 :円 )

李Iの
利益処分を行った場合、純資産の部の船員保険法第 124条の準備金残高は 36,931,748,124円 となりま

【船員保険勘定】

注 記 事 項

I 財務諸表作成の根拠法令

全国健康保険協会の財務及び会計に関する省令 (平成20年 9月 26日厚生労働省令第 144号 )に定
める基準により作成しております。

Ⅱ 重要な会計方針

1 金銭の信託の評価基準及び評価方法
償却原価法 (定額法)に よっております。

2 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 (リ ース資産を除く)
定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物

工具備品

10～ 15年

5～ 15年

(2)無形固定資産 (リ ース資産を除く)
定額法によつております。なお、協会内利用ソフトウェアについては、協会内における利用可能

期間 (主に5年)に基づいております。

(3)リ ース資産

所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

3 引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一洵支債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討 し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(3)役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(4)退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

なお、雇用保険法等の一部を改正する法律 (平成 19年 4月 23日 法律第 30号)附則第 26条第 3
項の規定により協会の職員として採用された社会保険庁の職員について、同法附則第 27条第2項の

規定に基づき、国家公務員退職手当法 (昭和 28年 8月 8日 法律第 182号 )第 2条第 1項に規定する
職員 (同条第 2項の規定により職員とみなされる者を含む。)と しての引き続いた在職期間を協会の

職員としての在職期間とみなすことにより計上される額に相当する額についても、併せて計上して

おります。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

科 目 金 額

1 当期未処分利益
当期純利益

Ⅱ 利益処分額
船員保険法第 124条の準備金繰入額

Ⅲ 次期繰越利益

2,912,859,73〔

2,912,859,735

2,912,859,73[
2,912,859,735
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(10年 )に よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から処理することとしており

ます。

(5)役員退職手当引当金

役員に対して支給する退職手当に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。

3.船員保険法第 124条 の準備金の計上基準
船員保険事業に要する費用の支出に備えるため、船員保険法施行令 (昭和 28年 8月 31日 政令第 240

号)第 28条に定める基準により、計上しております。

4 キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金 (呪金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

3ヶ 月以内に償還期日の到来する短期投資としております。

5.消費税等の会計処理
税込方式によっております。

Ⅲ 追加情報

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂工より、「会計上の変更及び誤診

の訂正に関する会計基準」 (企業会計基準第 24号 平成 21年 12月 4日 )及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指針第 24号 平成 21年 12月 4日 )を適用し

ております。

未収債権等については、当協会の定める債権管理方法に従つて、財務状況の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図つております。

借入金の使途は短期運転資金であり、厚生労働大臣により認可された資金計画に従つて、資金調達

を行つております。また、リース取引は、設備投資等に係るものです。なお、船員保険勘定において

は、当期は借入金による資金調達は行つておりません。

2金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位 :円 )

貸借対照表計上額 時価 差 額

(1)現金及び預金

(2)未収入金

貸倒引当金

(3)被保険者貸付金

(4)金銭の信託

9,424,709,190

1,096,024,403

△ 460,377,665

9,424,709,190

635,646,738

226,800

30,080,691,175

635,646,738

226,800

30,178,322,236 97,631,061

資産 計 40,141,273,903 40,238,904,964 97,631,061

(1)未払金

(2)リ ース債務

2,515,350,327

1,988,586

2,515,350,327

2,004,296 15,710

負債 計 2,517,338,913 2,517,354,623 15,710

〈注)1金融商品の時価の算定方法に関する事項
資 産
(1)現金及び預金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によつて

おります。

(2)未収入金

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は決算日における貸借対照表価

額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもつて時価として

おります。

(3)被保険者貸付金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にはぼ等しいことから、当該帳簿価額によつて

おります。

(4)金銭の信託

取引金融機関から提示された価格によつております。

負 債
(1)未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によつて

おります。

(2)リ ース債務

元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

Ⅳ 貸借対照表関係

有形固定資産の減価償却累計額 29,005,309円

V 損益計算書関係

該当事項は、ありません。

Ⅵ キャッシュ・ フロー計算書関係

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 9,424,709,190円

資金期末残高

Ⅶ  金融商品関係

1 金融商品の状況に関する事項
当協会は、資金運用については、健康保険法施行令 (大正 15年 6月 30日 勅令第 243号)第 1条に

定める金融商品に限定し、資金調達については、銀行からの借入により行っております。

9,424,709,190円
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現在価値により算定しております。

Ⅷ 資 産除去債務関係

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1)当 該資産除去債務の概要

所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産のリース期間終了に伴 う撤去費用等

に関し資産除去債務を計上しております。

〈2)当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を当該リース資産のリース期間 (4～ 5年)と 見積り、害J引率は当該リース期間
に見合う国債の流通利回り (0.408%)を使用して資産除去債務の金額を算定しております。
(3)当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

(*2)国庫補助金の未使用額は、翌期以降に返還が見込まれるため、預り補助金として負債に計上

しております。

期首残高

時の経過による調整額

期末残高

Ⅸ 重要な債務負担行為

該当事項は、ありません。

291,023円

1,187円

292,210円

X 重要な後発事象

該当事項は、ありません。

測 その他の注記

東日本大震災に係る補助金について

東日本大震災の被災者に対して実施した平成23年度全国健康保険協会災害臨時特lll補助金交付要綱
〈平成23年 5月 31日厚生労働省発保 0531第 1号厚生労働事務次官通知)の 3及び全国健康保険協会
特定健康診査・保健指導国庫補助金交付要綱 (平成 24年 1月 20日 厚生労働省発保0120第 4号厚生労
働事務次官通知)の 3に定める特例措置等の事業に係る国庫補助金交付額並びにその使用状況は以下
のとおりであります。

(単位 :円 )

対象事業 交付額
使用状況 (*1)

残高 (*2)
減収相当額 費用

医療保険事業 517,601,000 73,451,000 347,490,000 96,660,000

介護保険事業 14,110,000 7,433,000 6,677,000

特定健診事業 389,720 126,972 262,748

合 計 532,100,720 80,884,000 347,616.972 103,599,748

(*1)使 用状況のうち、減収相当額とは船員保険の標準報酬月額の改定の特例措置及び保険料の免除
の特例措置によるものであります。また、費用とは船員保険における一部負担金等の免除、特定

健康診査に係る自己負担金の免除等によるものであり、保険給付費及び健診費用として計上して

おります。なお、金額については、開示時点における概算額によつております。
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【船員保険勘定】

1.有形固定資産及び無形固定資産の明細

附 属 明 細 書

2.引 当金の明細

(単位 円 )

区分 期首残高 当期増カロ額
当期減少額

期末 残 高 摘 要
目的使用 その他

貸倒 ;1当金 901,632,61( 460,377,66〔 450,182,72S 451,449,88 460,377,66( 注1,注 2

賞与引当金 23,325,961 21,021,95( 23,325,961 21,021,95

役員賞与引当金 1,377,43 l,352,80′ 1,377,43 1,352,80`

退職給付引当全 375,945,79[ 22,555,98( 44,032,38[ 354,469,391

役員退職手当引当金 132,96[ 190,21(

計 1,302,414,77〔 505,403,71 518,956,57乏 451,449,881 837,412,03(

(注 1)一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(注 2)当期減少額のその他は、洗替法による戻入額を計上しております。

(単位 :円 )

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額

l当期償却額
差引期末
帳簿価額

摘 要

有形固定資産

建 物 25,629,37〔 25,629,37( 3,947,54遷 1,844,90` 21,681,82[

工具備品 54,462,671 54,462,67 21,666,69〔 10,490,35( 32,795,97(

リース資産 5,324,551 5,324,55: 3,391,06〔 1,288,99: 1,933,48〔

計 85,416,601 85,416,601 29,005,30( 13,624,25: 56,411,29〔

無形固定資産
ソフトウエア 536,333,41 8,906,62〔 545,240,04 233,442,141 107,446,97( 311,797,901

計 536,333,41 8,906,62〔 545,240,042 233,442,141 107,446,97{ 311,797,901
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区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本全

政府出資金 465,124,59( 465,124,59(

船員保険法第124条の準備金 31,156,325,191 2,862,563,197 34,018,888′ 38〔 注 1

利益剰余金

当期未処分利益 2,862,563,197 2,912,859,73〔 2,862,563,197 2,912,859,735

3.資本金、準備金、積立金及び乗1余金の明細

(単位 :円 )

(注 1)当 期増カロ額は、前期利益処分による繰入額であります[

4.国等からの財源措置等の明細

(単位 :円 )

(注 1)東 日本大震災に係る補助金のうち、翌期以降の返還見込額を預り補助金として負債に計上しております。
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5.役員及び職員の給与費の明細

(単位 :円、人)

区 分
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

役 員
( 57,339)
17,073,991

(      0)
1

(    
―

)

65,354

(    
―

)

0

職 員
(   27,238,193)

270,000,08(

(        13)

4〔

(     
―

)

44.032385

(

(  27,295,532)

287,074,07(

(       13)

4(

―

)

44,097,739

(注 1)役員に対する報酬等の支給基準は、全国健康保険協会役員報酬規程及び全国健康保険協会役員退職手当規程によっております。
(注 2)職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、全国健康保険協会職員給与規程及び全国健康保険協会職員退職手当規程、全国健康保険協会契約職員
給与規程、全国健康保険協会臨時職員給与規程によっております。

(注3)支給人員数は、年間平均支給人員数を記載しております。

なお、健康保険勘定、船員保険勘定を兼務する役員及び職員の報酬又は給与については、各勘定に共通する経費として核分計上しておりますが、支給人員数
は全て健康保険勘定に含めて記載しております。

(注4)非常勤の役員及び職員は、外数として( )で記載しております。

区 分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘 要
預り補助金計上 収益計上

保険給付費等補助金 2,776,986,00( 2,776,986,00(

特定健康診査・保健指導国庫補助金 (東 日本大震災分) 389,72( 262,748 126,97: 注 1

出産育児一時金給付助成事業費補助金 10,930,00( 10,930,00(

災害臨時特例補助金 (医療保険) 517,601,00( 96,660,000 420,941,00( 注 1

災害臨時特/71補助金 (介護保険) 14,110,00( 6,677,000 7,433,00( 注 1

事務費負担金 238,186,00( 238,186.00(

計 3,558,202,72( 103,599,748 3,454,602,97
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23年度 合算ベースの収支状況 (医療分)
暫 定 版

(単位 :億円)

平成23年度
(23年 12月 時点見直し)①

23年度決算見込② ②―①

収

入

保険料収入

国庫補助等

その他

68,06(

11,191

17〔

68,85:

11,53(

18( 1

計 79,42( 80.57

支

　

出

保険給付費

老人保健拠出金

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

退職者給付拠出金

病床転換支援金

その他

47,231

1

12,425

14,652

2,675

C

1,564

46,995

1

12,42[

14,65乏

2,67モ

〔

1,24〔

▲ 2

▲ 32`

計 78.54 77,991 ▲ 55(

単年度収支差 1,70〔

準備金残高 1,70(

(注)1 端数整理のため、計数が整合しない場合がある。
2上記の数値については、協会の決算数値に国から提供のあつた数値を加え、協会で算出したものである。数値は今後の国の決算の
状況により変わりうるものである。
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23年度 合算ベースの収支状況(介護分)
暫 定 版

(注)1.端数整理のため、計数が整合しない場合がある。
2上記の数値については、協会の決算数値に国から提供のあつた数値を加え、協会で算出したものである。数値は今後の国の決算の
状況により変わりうるものである。
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(単位 :億円)

平成23年度①
(23年 12月時点見直し)

23年度決算見込② ②=①

収

入

保険料収入

国庫補助等

その他

6,13:

1,21′

(

計

支

出

介護納付金

その他 1

計

単年度収支差 ▲ 5

準備金残高 9
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各支部の事業の運営状況

|||11111:1111 |,■イ|11111:|‐ | 1哺■
=,1直
■1lj111111こ 1,II :五量量菫J:=111年五 五::轟森1111111■ 1:ti‐11■ .:

加入者数 加入者致 軍彙所敗

040口 02 人   ( 951000人 )
70130ヶ所  (  755,3 ヶ所 ) 置保曖看致 0

233● 51 人  ( 20,731人 )
14610ヶ所  (  1461l ヶ所 )

'TttT雪散4Q″9ヵ
標準報酬総餞 Ъ

里思11檀
保

崎

者螢

6田7い
様卒報酬総額

3297071百 万円 ( 3353147 百万円 ) 723133百 万円 ( 725823 百万円 )腋扶養者取 ②

755480 人   ( 763009人 )

腋扶姜者数 ②

180715 人  て ,019●0人 )保険綸付贅 保険綸付贅

“

入者計 (①+②)
170:532 人  (1,14072人 )

2501●6百万円 ( 248258 百万円 )
加入者訃 (①+②
419246 人  ( 419601人 )

55352百万円 (  54073 百万円 )

■動職■1          91 人 契約職員1         157 人 ●動●彙1         20 人 楔的織員 50 人

一
優
■
■
日
綸
‐“
■
¨

健康保険証
~瞑
菫額適用田定証 (tt末現在有効藪) 掟菫保険肛 限E壼遇用露定

=(年
度末現在有効数〉

50,744  件 51066 件   (33663) 101314  件 10328 件   
“

8921
高燎燎姜■ 傷病手当金 出産古児一時金 そのllの現金 百饉栞霙■ 傷冑手当金 出産有児一時金 | その■のコ●摯●
171,3件 39947件 10,32件 439440 10835件 95501● 4412件 1  9,70314

両ll壼
=菫
知 ターンアラウンド通|| 医療贅通知(イカ■ 口塵饉普 (饉僣 ) 薔額二定通知 ターンアラウンド通知 層燎彙通知(インタ‐ 酬  口座盤薔(任腱)
418件 :7010件 81X,73 ●21) 0953件 35件 3Юo2件 200051 (50' 1     978●
高頷医環■貸付件数 出産費用■付件獄 嵩頷E察彙貸付件徴 用貸付件餃

2250  件 10  件 314  絆 件

餞保険者 薇扶姜者
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=        ~~~~~~~~―

‐―― ―_一 一

3F期
健静のデータ提供依頼の広報を南工団体に協力依頼(HP掲載や広報おへのテ,シ同
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15001ヶ断  (  15051 ヶ所 ) 嵌保崚=藪
①
335025 人  ( 07● 215人 )

270,4ヶ所  (  27833 ヶ所 )

|う■帯T驚・・ 4“0わ
颯●●酬e饉

|う

ち
まIFl挨
保
賢
者敗
"¨

椰な薇醸総燎

700230百万円 〈 709420 百万円 ) 1213430百万円 ( 1248011 百万円 )崚扶■■歓 ②
171503 人   (  172●90人 )

臓撲姜者散 ②

270415 人  ( 233140人 )保験お付員 保険綸付■

"入
奢II(① 十②)
101432 人  ( 4●2111人 )

52252百万円 (  50388 百万円 )
出入奢II(0+0)

345● 40 人  く 050061人 )
O0426百万円 (  34495 百万円 ,

常動●員 1         29 人 実的精員 5●  人 常||●員 1         40 人 契約颯員 85 人

健

康

屎
険

綸

付

キ

● ■
=発
行

健康保険饉 瞑E鳳洒用露定E (年度表現在有効数) ●康保餃21 限屁猥■用秘足臓 t年圧禾■こ■効肇)
10'011  件 3321 件   (3"2) 1'0307  件 12500  件     ● 636)

凛 会 t8付 宙麟豪姜費 傷病手当奎 出産■児一時全 そ0他の現金te付
~宙
tr●晏■  l  l● 猜手当金 出産■JI一 時全 | その他の現金綸付

8722件 9410件 42,2件 103753停 11024件 1   15805件 7099件 273,001●

各 種 サ ニ ビ ス
薔饉奎定通知 ターンアラウンド通知 E凛費通知くイントネ 口奎燎■(任縫) 百11蚕足通コ Iターンアラウンド通知 医壼貴通知(イン

'―

ネット) 口こ撮■(■饉)
92件 2“ 8件 18044' (39) 910件 94件 1   50431● 23● 3,0 (155) 2223●

貸 付 事 彙
吉顔医療贅貸付件欺 出産■用貸付件敬 高饉医療■貸付件藪 出産費用貸付件敗

505  1● 0  件 542  件 24  件

保

に

事

ネ

健 炒

技保険者 薇怯■●      | 1         技保険
=

薇扶姜者
,(受診率)1軋がん 手宮がん検診 特定健F(彙診率)  | 1生活習慣病予防健診(受診率) 乳がん 子宮がん 特定健じ (受診率)

40326件 35∝ )1   0054件 件  (101ヽ ) 103033件  (5■31) 22382件 10018件   (21■ )

操 健 権 諄
被保険■(特定保健指導)(実籠率) ●●●0(その■の■●

"Ill
燎保険者(特定保健指導)(実施率) 燿颯臓■に の■0,■躊 ,

翌 51,「 初回面餃 4131件 (169■ )13ケ月崚 :,価  ■o2o件 (411)1     4226件

その僣保健事業

0"扶栞者の特定健康診査の受謗筍奨の推菫 0検鯵車による生活習慣病予防腱診 (集口)億診事業
0特定健診実施凛関一覧表件威
0●の健康づくり事彙 (メンタルヘルスカウンセリング晏Bt)

諸轟碧1鷹糊路,
女格点検 内容点横 外嘔点検 資格点検   1     内●点検    ]~~~=″ F百層
2345円  1        020円 1      389円 2204円 1454円 1      130円

0凸]薇霙■の甲
“

働栞について、甲昴薔用紙を薇保曖雪の日入が分かりやすいよう改菅
し、CSVデータを活用して、1枚の用紙に医燎機関0か所分までをFp争して送付

21[鼎r製詈野ξ鍵尋t翼臨襲隻憩螢誉男弊雅量紺
軋 、2次勧奨も実施
00■児を絆つた加入書への言児情報協の発行

3員罰 暫 謙 塁 れ 器 漱 搬 r郡
により「責様 薙 受じ防山 隊 夕¬ 辞 咸し、餞

0■災対瘍のため、一部負担全兌餘 選付 健F費用還付について、県内全事業所、口僚団
体、マスメディアヘロ知

υ確■un卿の取り■みについて菫目■コを作成し、保腋看協鳳含 □保運営協ll奎へ情
颯提供

8鶴鰤 113i鯛驚語ミ発1餡論:漕み椰 チラ
シ兼中lH■を選付.

知事リリ黎柵
外未通用のため、県内の全てのE■、歯■、lB剤OE凛機ロヘ周

0生活習債病予防僣診契約機関空自地l●ての検診車による集合健静事彙実施

♀「 孝翼ツ摯7夕(b謂
銃 餘 還付・醸 期 IB4tについて、県峰 韓 所、腋 団
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i島
:

|,●  :.I:

|||■ |||■ |
111. :|・

|・ |

■   2‐
|

■1島4品 ||

|: ‐  ‐■ ■
|●

加入者数 ●栞所薇
"入
看薇 ●栞所菫

腋保険者螢 ①

342503 人  ( 355319人 )
2,000ヶ所  (  27125 ケ所 ) は保険者致 ①

343237 人  ( 385774人)
24247ケ折  (  23022 ヶ籠 )

|う

ち
勝T保崎
者数
5978Ю

操鋼 鯰饉

|う

ち
彙:FttF保 1者
数
4“8Ю

標準nH総額

1142350百 万PI(1134809 百万円
'

1,74203百 万円 (125ψ 94 百万円 )
腋扶美者数 ②

264404 人   ( 2,2297人 )
は扶姜者獄 ②

253413 人  ( 249740人 )保険綸付費 保険給付費

●入者ll(①+② )
11196, 人  く 023110人 ) 82491百 万円 (  ,O025 百万円 )

m入者計 (0+② )
506645 人  ( 585523人 )

71063百万円 (  71471 百万円 )

常勘職員1         0, 人 契約腱員 75 人 常動職員l         o2 人 契約職彙 59 人

健
康
颯
臓
綸
付
専

健康保檬エ 限瞑褻洒用口定E(年 Eネ現在有効敷 ) 健康保険肛 瞑鷹饉洒澪認定証 (年度末現在有効数 )

146152    件 12003 1●   (7774) 140332  件 0124 件   
“

345)

古厳理姜■ 傷務手当奎 出産育児一時全 その他の現全IB付 富重書贅贅 | 傷痛手当金 出産育児一時金 その他の,金綸付
9563件 1   14∞ 5件 ,212件 19■547件 9,64件  1    15539件 7030件 152“9件

富額査定通知  |ターンアラウンド通知 医療■■知 (イン
'一

ネ 口塵饉彗 (任組 ) 高饉
=定
通知  |ターンアラウンド通知 医療■■知 (イン

'一

わド 口塵振普 (任継)

,3件 |   ●240件 2“ p。4 (05) 128'件 103件 1   3.043件 235420   (93) 1100件

嵩薇医瞑贅貫付件強 出産費用貸付件螢 高額医療■貸付件数 出産費用貸付l●数
323  件 件 257  件 件

●

保
一
“
¨
事

業

薇扶秦者 薇揆養者

生活I慣病予硼建診(受診率)1乳がん 子宮がん検診 輌
=健
F(受診卒) 生活習慣痢予防健診 (受鰺旱) 乳がん 子宮がん検鰺 特定●診曖 診率)

,9055件  (497■ ) 1    22395件 12764件   (13■ ) 79433件  (409■ ) 17022絆 10083件   (■ 4ヽ )
薇保険者(特定保健指諄X実施準)

'保

崚■(そのIIの彙●籠■) 薇保険奢 (特定操健指導)(実施率)

初回面談 4459件  (201■ )0ケ月後評価 23,3件 (100■ , 12p"件 初回面ヨ 4884件 (251■ , 10ケ月■語価 212:「  (1131) 1393件
0体曰健酸による受醸le,提供
0レッドカードイエローカード
OE薇受診勧彙通知
OF今だから■●そうr7つの健康習慣JJの啓発

OIE原つくり,栞 (栞摯 ,オーキンク促
`,僚饉キャンペーンにおいてま城県歯科医師会と連携.(嗅燿による歯と口への影響等に

ついての出前健康教室)
0特定健診受診勧奨●栞
00案者に移データ取得●集 (労働島との連携による日知)

諸ふ

`1勉

鵬 1
資格点検 内容点検 外饉点検 資格点検    l     内容点検 外薔点検

19,2円  1         502円  1       323円 20,4円 1      1082円 1     231円

1轟|

υtt H不ス 凛 工によ0口晉 そ糞 :ア b●Lコ人看な との置 工■ に ,して、保■
"が
量■ 所 を

け目し、健凛支援活動を熙の要請を受け実施。
Э東日本人晨

"に
伴う健康保険―都負担金等免除、置付について、|1入者への周知を図る

|‐め広報ポスターを作成し県内のE療機関、栞局に配付し院内褐示等の協力晏籠を実施.
また、通輸所において説明会を開催し特例H度の内容周知とともに健凛保険―都負担全等

0,一 ヒススタンター 嘔 属 挙 1∞%の ほ登 宮埋 t25カ 月理 鸞 選 属 ,
「独自のユ理日数管理表:r基絆システムの活用1年により、無理漏れや処理曰数の超過を
撤店管理.工確性と迅速 4とを実現した.
0レセプト点検の強化 (H23年度内容点検効果観 前年度lt15396)
支払基金との会目の定倒4L、 点検員全員による●審査綺果のIE2会により、レセプト点検
方法や疑●案件を協議し情報共有を燎店
0年奎機構と合同で、セミナー形式のメンタルヘルス苺講演会、実務研修会 (1lヵ籠)を開催
0任継妻失予定着へ、資格壺失後の手饉きについて、事前に案内チラジを送付
0新規発行保険置に、ジェネリック希望シールとメルマガ会員募集のチラシを同封
0コンプライアンス連守のため、全颯員にチェックシートを実施
0風務規桂の薇慮を国るため

'表
城支都の服務心40Jを策定し、全颯員に配布

子の要誘を実施.

0健診晏診率自■を回るために事業者撻診の実態把握を目的に0員が■28日 間で133事案
所を妨問 ,ヽ134●業所ヘテレマーケテ″

'、

■ IIt士菫

“

による221事業所調査を実施。
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li 、 111 |=|=I二::二iL二:難織II,識

■■:
加入者破 . 事業所数 1加入者数 ■彙所数

置保瞑●欧 ll」

277852 人  ( 270171人 )
20723ヶ所  (  20709 ク所 ) 腋保候=致

①

009100 人  ( 30,332人 )
24421ケ所  (  242,4 ヶ所 )

|力:「T保1識 a“。ゎ
楓率薇JIBII Ъ

静哺
1酬綸頷

1010101百万円 ( 1014100 百万円 ) 1143987百万円 ( 1144,32 百万円 )被接姜者数 ②

211e425 人  ( 205090人 )
腋扶泰者藪 ②

251014 人  ( 25:8'S人 )保腋綸付■

カロ入者計 〈③+②)
13427, 人  ( 482181人 )

01903百 万円 (  6●473 百万円 )

加入者ll(①+②)
681423 人  ( 559207人 ) '2991百

万円 (  71460 百万円 )

常勤は員1         29 人 契約職員 54 人 常勁腱員1         31 人 契約職員 49 人

健量保朦肛 限魔顔適用露定証 (年度末場 健康保鰤 国産重適用露定証 (年度末現在有効螢 )
114.535  件 0474 件   (42,2) 120073  件

薔額療菫贅 薔哺手当金 出産青児一時全 そのleのコ 古螢燎■■ 当 , 出産〕 金 その他の現奎綸付
9991件 :2,23件 5553件 174300 13389件 15189件 OJ,4件 13,690

冒顆曇定通知 ターンアラウンド通知 E薇■通知 (インタ 口E蜃■(任継) 高級
=定
■知 ターンアラウンド通知 t通知〈イカーネ,I) 唯 晨普 (機饉)

65件 4209件 233330 (31) 88'作 1:9件 0353件 215378  1e9) 1042件
再輌医瞑■■付件薇 出産費用

'■
件薇 数

222  件 0  作 200  件 0  件

保
・

健

事

・彙

薇保険看 被扶姜奢 薇 {
生活習慣

"予
防健診(受鰺率)|ユがん・子官がん 特定健診 (受診率, 生活習慣痢予防健鰺(受

“

率)1軋がん 健診く受診率)

'2131,  (431■
) 1    9233倅 件  (1471) 87∞5件  (47“ )1   lo 123倅 1●535件   (150")

枚保燎者(特定保健指導)(実施率, ■
`嗜'(そ

の他の■■槽■, 特定保健指導)(実施率) 崚傑崚奢(そのい 曇●掲暉)

初回面談 4105件 (257■ )13ヶ 月■絆● 1● 02件 ("6“ ) 998 {牛 初回面談 2533件 (107ヽ )16ヶ 月後癬● 000件  (43%) L009件

8鬱議吸響およ轟諸
叔雪勝ぷ錦懲議謄懲舞躍牌?

0生活習慣調査アンケートの実施(23・●●絆曇理)
0保健師等による出|1健康相談事業(4会場

=べ
217人 IH餃受付)

0特定保健指導対象者の自宅へ保使指導利用肛を選● (9,19教 送付,ハイレト●葉

。深晉1昌品討3ざ雷躍剛腸踏議「奎]基置
のお知らせを郵送〈毎月)

0保腱指●中断率低下の支援ツール・バンフレットの活用
0地元FMラジオ 新聞による受船勧奨の黎施

諸轟〔:亀り」盟:
資格点検   1     内容点検 外饉点検 責格点検 外傷点検
1,37円 l       ,097円 1      335円 2237円 1       7● 8円 1     380円

0町

んほの栞お内書の研

「

を実籠 (11会場20323)
:ミナーを実施(:2会場394名 ,加 )

8雷暮E息雛軋獣選螢轟麟鴎誌基:鑑F::銘鴛L)
0各腱研修会にてシ卦リッ,希望シールを配布("OO板 )
0テレビ■雷によるItl餃サービスを足利ロエ舎臓所にて●続して実施0テレビ■雷によるIIF餃サービスを足利ロエ舎臓所にて●綺して実籠
0新規加入者に対しジェネリック使用促遣のシールを事彙所へ送付

§欝灘翻身ll議響尋剛 深般
た

8離冒眠黙覇雁認Fご盤調深翻蹴Y珊重猫
けんぱの事業を目知

謗鮮勁堪詔鶏貿7肇′墾〕

`■

3舅理り里激蒙禦ちやんママチェック等)
3尋場 !刷需憚吾:1」鵬 撃

~tiKjを発行し、相談顧 のレ
～
レアップを図つている

8番」:FrttVり雲鮭
3"・‖求割合の高い施術所均 口翔 ミ 晏診者照会後に施lFFa

品爵
格表矢螢晏診による医

=機
関照会の多い事彙所に対し、保険IIの早期回収を依頼 (年
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埼      玉 千 ‐ ‐ 業 ∴
加入奢数 ■彙所

"
加入者餃 事案所菫

腋保険者数 0
530233 人  ( 586355人 )

53849ヶ所  (  52392 ヶ所 ) 腋保燎
`取
①

410420 人  ( 412781人 )
41604ヶ所  (  4Q008 ケ所 )

―
     え
臓扶姜者藪②
431330 人  ( 410798人 )

相旱報酬橋ロ

|う

ち
罵
颯
撃驚
薇
a“,生

は扶■■● ②

003078 人  ( 3●5053人 )

標準

“

酬祀観

2277170百 万円 ( 2292494 百万円 ) 1573003百万円 ( 1576611 百万円
'

保験結付■ 保険綸付■

加入奢針 (① +② )
1,4'921 人  (1040150人 )

132201百万円 ( 13o o5, 百万円 )
加入奢計 (0+② )
,24000 人   ( 718734人 )

93101百 万円 (  00415 百万円 )

常ne■ 1         40 人 契約l●員 74 人 常EI凛彙 1         39 人 契約E員 |●  人

“
菫
操
綸
綸
付
筆

各 籠 工 発 行
健康保険IE 限

=報
通用躍定II(年度末現在有効叡) 健康保険肛 限鷹崚適用露定lll(年慶茉現在有効取)

260335  件 17131 件    (7419) 185662  件 13097 件   (3111)

■ 金 お 付
高饉薇泰■ 傷痢手彗金 出産冑児一時全 そのltのコ 宙螢療書贅 傷病手当金 出産宙児―時全 その他の現金綸付
25,3514 23134伴 11331件 133214 10'15{牛 7"2件 263823{牛

各 種 サ ー ビ ス
百 EI二 定通知 ターンアラウンド通知 嘔■■■知〈イン

'-4■

) 口塵機●(任継) 吉饉査定■知 ターンアラウンド通知 饉■■■知〈,,―ネ 口塵菫■(任継)
150件 9972件 408007 (172) 2603件 10'件 38901● 313353 (116) 1029件

貸 付 事 業
高嘔区燎■貸付件敵 出産費用■付件欧 高 出産 付件藪

073  件 41  件 206  件 件

保

健

事

業

健 摯

篠保険者 薇扶姜者 技保険者 被揆菫書
生活雪債嬌予防健勝(晏

`率
)1軋がん 子宮がん検

“

特定健静 (曼″率) 生活習慣痢予防健静 (受診率)1乳力%子 富がん検鰺 特定健静(曼診率)
,1007● 件  (133%)1   23,80件 147,5件  (1201) 103015件  (420") 18660{牛 10450件   (:241)

薔保険■ (特定保健楷導)(実施
=)

■m=くそ

“

め●●●● 諄X実施率) 菫曇壼
=(モ
の僣の保●力4)

初回面腋 3101■ (117%)16ヶ月崚it価 ●140件  (50",1     4641件 初回面餃 4513件 (19“ ) 6ヶ月螢ユ,価 2713件 (110ヽ ) 4290 

「

その彗保に事業

O新規適用事業所への健診晏診勁桑             ~~~~~~~~
OFM放 送(Nack.5)による健

"受
診働奨

0漁料タウン情薇誌へ掲載による健診曇D勧築
O暉 、市町村と壼薔し保険者を超えた健康増進事業・健お晏診粉奨として共同イベント35燎
0事彙奢●静データ撻供及び健

`受
船勧霙彙Bttttの実施

υいうか0●フエスタ‐予栞而●■まつりにイベントフース出晨(摯燿tt● 繁)
0厚生労働省

=篠
のスマートライツプロジェクト(41市で実施)にイベントブース出晟(禁燿推

進事業)
0商工会腱所等で小規颯セミナー(禁燿推

`事
来)

0●凛保険晏員委嘱事案所への電E支観〈禁燿tt事 事)
0メタボチックな若者へ !ちょっと壼身してみませんか,作戦

レセ プト点 検 実 績

は 保蔵者1人当り効果昴

贅格点検 内容点検 外傷点検 資格点検 内事点検 外饉点検

2●44円 1       997円 1     285円 2007「l1      1148円 1     371円
υ保曖肛嬌

"崎
にテフツの同封にようR賃僣賞診

「

上、限E晨洒用認定工の活用促遣千
=実施

0三師会 支払薔全 僣屎籠合連合会との協賛にて
'保
険証掟ホの啓発ポスターJを作成し、

医科 歯ll保験E豪機関にポスター18示依頼を,い無資格受診防止の書菫
O医書盪田からの責格関係譲りの薔求嗜上目的にて、子支払

=全
ニュース」へ配事18載

0贖問弁腟士を活用した不
=“
求(羮18)及び患贅債務者 (返綸金債IE)へのま的手段の取

laみ

03彙者伝わデータ饉供への取組み
50人以上の事案籠を対象とした要請(年間1●事業所)
県内63市晰村、社会福社協臓会.散官奎員会●0自沿体へ0要請
・●力市と共円で、由工会議所での定

“

健鰺

“

了時に■鰺奢ヘデータ,供の勧墨″菫腱

ベントにブースを出晨し、呼■―酸化晨楽二底轟定■を実施。
会等で小規模セミナーを関催し、嗅燎対策や健康づくりにについて啓

て、事業所の楔建率や喫煙対無について電露て同き取りを行い.対策
につい

0保曖料率羮■につι

ハッピー家族健じJの■4
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111■ 1真■||:鳳鳳11証,1■■ ‐薇聡 .曖輝1爾お席1,■|

■ 11■■111

加入者敗 ●彙新欧 加入I●菫 事黎所歌

は保険者政 O
214,:0フ  人  ( 2121009人 )

231322ケ 所  ( 232116 ヶ籠 ) 臓保険奢教 ①
003007 人  ( 694004人 )

09524ケ所  (  o,007 ヶ所 )

11黒:FIF保 1者
数
14“ ハ

揉卒晏■お輌

|う1:i:!饉 Ψ .。″ゎ
澤事薇馴お饉

8929,13百万円 ( 3030421 百万円 ) 23,2002百万円 ( 2884800 百万「 l)陵扶姜者数 ②

1432465 人   ( 1410040人 )
腋扶■■菫 ②

520131 人    (  517000人 )保険お付■ 暉nta付 員

"入
看計 Oυ+0
●S'9002 人  (3540739人 )

404013百 万円 ( 45393, 百万円 )
加入●II(① +② )
1210218 人  (1211,30人 )

101430百 万円 ( 1593,9 百万円 )

常動 l●■1         134 人 契約腱員 199 人 ,動●員1         58 人 契約腱員1          108 人

当
=古
尋主

璧曖保腋エ 限屋額洒用澤定証 (年底末現●●効数) 口 凛 保晨 n‐ 瞑凛饉適用8掟饉 (年壼末現在有効数)
1030,24  件 37740 件   (20,30 鰤 Ю30  件

吉顧療泰■ 傷痢手当金 田層
「
児一時奮 1 その他のコ 百口瞑曇■ 傷扁手当奎 出産青児一時金 の他の現金18付

03486件 94`049件 30,34絆  l   ●627,19 23,49絆 31.620件 10028件 450103倅
薔● IE定通匈 ターンアラウンド選知 医豪■通知(″,III卜H 口座燎● (任颯 ) 書口奎定通知 ターンアラウンド通知 医療癸通知(イカー 口塵薇書(任経)
8,2件 1■021件 1'29253(10581i    20'3絆 ●|l l● 眸 507320   (355) 2'31件

|■1111t 古饉E凛■,付件敗 出E■用,付件薇 吉饉E薇■貸付停数 出産in貸付件菫
857    ■ 122  件 238  件 30  件

Ｌ
■
■
彙
■
・

薇保険肴 薇ス養● 被保揆者 織ま姜者
生活ヨll"予 防健お(曼

"率
)l軋がん ,宮がん検静 特定●F(晏静事) 生活口傾猜予防に0(彙

"率
)1乳がん子官がん検01   件

…

~

403116件  (338■ )|   "020件 60,01件   (145") 103,3“ 件  (442●  |   10032件 1  17328件  (1250

諄
薇保曖雪(特定保健

"■
)(霙施旱
'      |●

饉■てそのll●紺 ゆ 被保険者(特定保IE指導)(実施睾) 崚麟 ,(そのj10饉

"ゆ初回面矮 80∞ 件 (3“ )卜ヶ月後F● 40,3件 (49%)1    3488件 初回面饉 
“

20件 (33)oヶ 月後評価 575 FI(■ 41) ヨ

“'件

|■1■ 1
_そ1,僣保●■葉

0生活響債病予防E診・特定健じの受診勧凛ラジオスボットCMの放送
O特定機診の受F,贅ポスターの作成

0情足保健
"■
3カ月弩過●に対する「ステッフアップ健

"」

の実施
0県市ar村他医籠■関との連携による●診やがん予防キャンペーンの実施.
0「女性のらのパッピーライフセミナーJの開催による■がん子宮棗がん予防キャンペーンの
実施 .
OFMラ ジオ受●促む Rの実施.

資格点検    1     内容点検 外傷点摯 賛格点検   1     内容点検 外饉点検
1024円 1        09'円 1      270円 2241円 1       573円 1     312円

11111■

υ刀
^百
に菫市の
=屋
口,そ洒 ア●Lのの『USワンア世鳳口薇●■:口芸 アをほ='17健康サポートJの放送と、同名のウェプサイトの運営 (特剛ll■●彙)

0年奎事務籠内協会けんぼ窓日間で情報共有するなのた期連絡文書の作成.利用頻度の
ほtヽ窓口開設の隔日4L.
0健鰺受診卑向上のあの新規適用手案所に対する●お案内の送lt.歓保険者向け特定保
健指導の一部外31委

“
0厚生労働●

=薇
の健康イベント「Smart Lifo Pro● 0フエアJへのプース出展

υ●`日■又房■の日収をだ期的に,い、●■73郡■に■e■ア0ことにより、■用コ層を
図つた。又5S遅動を通して

'■
える1ヒJを推進し、風通しのよい職場づくりを心掛けた。

O健康保険崚員に対した期的に情報誌「協会けんImNAGAWA」 を送付し、支部の保E事
業についてご理解を頂くようにした。
0支都内に提案おを投●し、業務改革だけでなく、事務処理誤りのヒヤリハット、又職員の悩
みや苦情牛にも対応できるよう、風通しのよい組織風土づくりを行つた。
0館内0か Ffに判りやす0■務所への案内極を餃置し、来所される方々へのサービス向上を
国った。
0健診機関に対する事業所への受診働奨員

“

及び業者にヽ する小規模事業所への電話に
よる受F勧奨委■を行つた.
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新     潟 ■■ ||||■| |■ |||■ :、 山■■1
加入者数 ●業所叡 散

に保餞者数①
45054' 人   ( 455732人 )

30500ヶ所  (  33485 ヶ所 ) 雄保険者薇 ①
232● 62 人  ( 235p,1人 )

1町400ヶ所  (  10510 ケ所 )

私

ま織辞T保 1音
数

Q摯tヵ
標準報酬鯰餞

|う

ち
鳥:FttFttη
者数
4“4ヵ

相練 酬総饉

:573005百 万円 ( 15,4007 百万円 ) 009043百万円 ( 303a14 百万円 )
枝撲泰者数 ②

340114 人  ( 3484,0人 )
桂扶姜者敗 ②

101603 人  ( 16●70,人 )保隣綸付■ 保険給付ヨ

加入者計 (① +② )
802001 人  ( 304142人 )

101,38百万円 ( 10ヽ 卿 0 百万円 )

加入者‖ (①+②)
394095 人  ( 399798人 )

50,31百万円 (  50331 百万円 )

常

“

確員 1         42 人 契約籠員 80 人 常勤摯員1         00 人 契約肇彙 40 人

■
健
康
保
検
綸
付
●
¨

E■保曖II 限底額適用認定llE(年度茉滉在有効数) E藤保険肛 瞑曖a適用認定証 (年層末現在有効数)
,03092  件 170,1 件   (35131 00493     ● (2312)

古饉療姜贅

“

嬌手当金 出産■児一時金 その他の現奎綸付 薔餞燎養■ 傷病手当奎 出産i 全 そ0他の現金綸付
1:011件 22106絆 8662件 ,85010件 9230 件 191553

高饉査定通知 ターンアラウンド遭知 E薇費IEIII(イン
'一

わ卜J 口塵振書(■継) 通知 ターンアラウンド菫知 医燎癸通知(インター 口堅猥書 (■種 ,

106絆 4609件 301959 くo,) 2012件 3“,件 203998  142) 1525件

高饉医療費貸付件数 出工贅用賃付件数 高蘊医療贅貸付件数 出産費用貸付■

148  件 件 233  件

保

一健

事

業

薇保険者 ほ機養看

生活習慣病予防健診く受診率)1軋がん 子宮がん検脇 特定健鰺 (受診軍 ) 生着雷慎病予防恒診(■鰺車)1軋

“

子宮/jtん棧

"
健診 (受診車 )

154211件  (504) |    11281件 21534件   (231■ ) 7,403件  (558ヽ )1    19052件 7152 件     (17■ )

保■颯 指1諄
権保険者〈特定保に指導)(実施率) 崚燎崚■ (その僣の保●

"準
) 薇保険者(41定保腱指導)(実施率) ,晏厳

=に
の0の

“

指つ

●j回面嵌 4'4,件 (i,8■ )10ヶ月■評価 ■04件 (39") 2件 初画面談 4212件 (26"1)16ヶ月後評価 20524(12'1) 919件
O小中学校における健躍づくり教百子案
0事業所の嗅輌対策支援事桑〈事集所の嶼撻対策推違シンポジウム開催 県内3会場)
0体日の集団会場での特定保健指導
0関係糧国との協働事棄(新潟市や社会保険協会主催のウォーキングやマラツン大会、健康
臓社まつりなどの健康づくリイベントを協働実施)
0特定健鰺案内の県内全戸配布事業(30中 、テラシ配布10市 nr村、広薇紙掲枷 2市町村)

υ三お
=慎
騎予

「

EZ,堂醸コ癸の外部委R.
0事実雷健診データ提供の促進勧奨にかかる外部委lt.
0特定健診は 撲姜者)受静勧奨案内文の選付 .
0保健指導(薇決姜者)●望者に対する電露勧桑.
OF利用の保健籠諄実施(1∞人).

レセアド点検実薇 責任点検 内晉点ヨ 外

「

点薇 贅格点検    I     内容点検     1    外

は 腱嗜,大当り効凛饉) 179,pl 1        773円 1      013円 け3円 1       1752「 11      350円

11111
O新あ而取百,員会の椰力により、市内創 甲`早霰へ案内し、8横617るの=工

そ対凛に生
活習慣痢予防に関するヨ瑣会を開催.生掟・教mによるアンケート結果から生活習慣病予防
に関する知識・意饉度がかなり向上し、好辟であつた。
0加入者の受動喫煙防止・快適臓壻づくり

'の
目的で、個人ではなく、事業所を

"'と
して、

各分野の専門黎や先駆的な取組事業所へ薔師依饉し、原 自治体 労働島等の後優を41て、
シンポジウムを口催.151名 ,わ。アンケート|1果ではr内容は量に立った,o096以 上、r今後
喫煙対策に取相たい」と4691口答。
0平日、保健指導を受けられない職置や小規模事業所を対拿に、休日の集国会場での特定
保健権諄会を開催。案内に対する中込率20%あり、,加岩アンケートも好諄であった。

0霊食稲羹診砺工及びB調壼慣IE発生町■を目的として、:螢診時保瞑饉民示」ボスターを
作成し、■山県内医療機関・富山県柔菫

“

会加入の柔整

“

富山県鍼灸マッサージ鰤会加入
の鍼灸師年に掲示を依頼した。
0ジェネリック医薬品の使用促進の書摯のため、15,TVス ポットを11月 に58本放速した。
0高頷燎姜費申

"者
の支総決定通知書に、限鷹螢認定肛の案内チラシを同封した。

0北腱0支部(■山.石力l、 福丼)のレセプ旧 覧による査定情織■の共有{しにより、点検勁
果額の31き上げを回つた。
0富山県内健康保険組合とレセプト点検に関する打合せを行い.査定情線の共有化を国り、
県全体の医療■■正4Lに

"め

た。
0広饉委員会に加え、新たな支部内委員会(CS向上・経費劇滅・葉務改薔)を立ちユ,デ、全
●を加の立ヨflり,土めた^
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ti11■ 111,「11=■11●::1■11書|,「ザ■,III■「加入者薇 事業所

"‐ "入 "肇胚保瞑看賦 0
242033 人  ( 247399人 )

1775,ヶ所  (  1,9o3 ヶ所 )

腋保険吉数 ①
17Q548 人  ( 1,0599人 ,

:中43ヶ所  (  14028 ヶ所 )

|“霜「T驚
機
,“6ヵ

報準報酬総螢

:

標準報酬

892009百万円 ( 030451 百万円 ) 010.110百 万円 〈 611083 百万円 )賦扶墨者致 ②

174520 人  ( 1,●401人 )
臓扶墨者数 ②

,21091 人  ( 121694人 )保険18,■ 保険18付コ
加入者■ (①+② )
417153 人  ( 426880人 )

57570百万円 (  67052 百万円 )
加入■Ol(0+② )
291838 人   ( 292203人 )

39513百万円 (  39459 百万円 )

常動職員 l          o2 人 彙約腱員 30 人 常島精員1         24 人 契約堕員 35 人

●
Ｉ
鳳

″
鷹
鮮
け
■
●
一

口庫保険肛 瞑度薇適用昭定証 (年度末現在1 ロ 限圧願適用認定工 く年度本現在有効薇)
9207,  件 10272 件   

“

552 01379  件 0521)
高額療姜■ 傷痢手当金 出産青児一時全 :秦置 薔綱 | 出産古児=時奎 その他の現全綸付
0“4件 9311● 4911件 801e l● 8329111 0460停 104190

商観査定通知 ターンアラウンド洒知 医療■通知(インターネ 口座饉薔〈 高饉董定通知 タージアラウンド通知 E薇■通知 (イン, 口座振普 (任継 )
107件 4847件 2115,6 (43) 1002件

'7件
5330 :48380 (297 010件

薔饉医療贅貸付件叡 出産費用資付

「

薇 置顧 E燎■ 山 散
133  件

件

栞
―

●
ヽ
葉

積保臓者 接扶■者 1曖者 被開
生活雪慎猜予妨健,(晏じ率)1乳がん 子官がん 44定健

`〈

晏膀 生活晋債 | 健診(晏診率) 乳カウい 子雪がん 特定健診 (晏診率)
65148件  (404つ  |   ,3830件 0150件   (1921) 48480 件  (4,31) 12132件 3955141 (13■ )

被保険者(特定保健指導)(実施率) 墟員曖
=⑩
僣の

“

●打準) 被保険●(特定保健指導)(実施準) 敏腱 ■(その他のこ●

"ゆ初回輌猥 4002件 (29■
“

)ドケ月螢籠● ■901件 (:30%' 初回面談 2530件 (249■ )Oヶ月■籠口 1,78絆 (1l ol)|   ~~25694

i: 
‐
 |‐ .: ‐

その他保健事業

橘属栞需[F轟署ヨ嘱]鳥】:罷至Л『
ル■栞所を選定曖施数:"知謝して中断拿 0ウォーキング支援事業

0禁燿サポート●彙
0メンタルヘルス事桑

諸轟Li鳳潟
責格点検 内容点検     1    外

`薇
検
~

格点検 内 1 外

`点
検

pl 2593円  1        327 2200円 2402円 1     091円

属

…

剌工 早栞貢[F輌呆テータIII■の日■のため、11区置■

を蔓啜モ者超寵里f晏
“

率向上のため2市町事案所加入者対象に自宅直送と個別的な勧奨

3愛、
の効率4L及び櫃■の削減を回るため年金事務所における全ての出張相談窓口を開

8喬獄 [1を
続 .カバ¬_ra正 晏制こついてJ印刷詠 れ、保険証発達の劇

=同
封し

0「健康保険のしおりJ作成。腱鷹保餘●■に配布した。

最薔雰帯0♂ ι[黒ケ勇発馘:イ観♂著EI:薔撃rをは,.IR内4店鶴への

iIIlifi[誌
彙再彙[脅寵警ilililζ籠護ff弾量多輸£匙:][:
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山 梨 長 野
・

糧   滉

()内 は前年凛0■

加入
=数

事栞所欧 加入者歌 手栞所致

凛保険者敗 ①

131000 人  ( 13Q984人 )

1219'ケ所  (  12200 ヶ所 ) 歓保険者敗 ①
04,494 人  ( 04,50,人 )

29732ヶ所  (  231o2 ヶ所 )

|う

ち
輛FT電
神
t“9″

櫂率颯酬総饉 標準機酬輪鶴

483753百 万円 ( 43:301 百万円 ) 125003:百万円 ( 1257073 百万円 ,置換賽者数 ②
104783 人  く '04000人 )

腋扶姜者菫 ②
268610 人   ( 270262人 ,保検18付賣 保険綸付■

m入者87(① +②)
230413 人  ( 205334人 )

30,38百万円 (  2,734 百万円 )

加入者計 (①+② )
017":0 人  ( 317849人 ) '0'17百

万円 (  74407 百万円 )

常勁購ユ1          2。  人 契約贈■ 32 人 常勁職ユ 1         35 人 鰤 ●■
|   "人

健
康
保
険
綸
付
守

各 種 EE発 行
E薫保腋肛 瞑E●■用口足肛 (■■ネ現在■効取 ) 曇環保険ユ 限底饉■用口定証 (年度ホ現在有効漱)
50,13  件 3173 件   (1● 73) :34J73  件 12182 4  に3551

現 奎 綸 付
“

u燎姜■ 饉

"手
当金 出産■児一時金 | その他の現,II付 嵩餞●奏彙

`,手
当奎 出産青児一時会 | その他の■全綸付

4900件 4 oO,件 2638件 32655 13915件 1   16,39111 0903件 218114件

各 種 サ ー ビス
高観壺定通知

'―
ンアラウンド通知 E甕■■知(イ

"■
フト川 口座燎,(任績 嵩螢壺定通知  |ターンアラウンド通知 医療■通知くインターネット 口座饉● (こ継 )

37伴 3100,| 113'93 (28) 433件 105件 1   4760件 298134   (05) 1●40件

貸 仕 事 業
高観医燎■貸付件薇 出産費用貸付件致 高饉医療■貸付件叡 祠貸付件漱

62  件 0  件 401  件 0  件

保

に

事

案

健 静

被保餃者 薇扶養者 被揆姜者
生活雷債鋼予防健診〈彙″率)1乳がん 子官がメ 特定健

“

〈彙勝事) 生活習慣

"予
防●診(受 r率 ) 乳がん 子宮がん検診 特定健静〈晏船車)

48100件   く005“上  1    3240件 141 (201■ ) 9247● 件  (4381) 22245件 11229 件      ( 17● )

保 儘 精 諄
撤保険者 (特定保健精■)(実施率) ■籠籠●(そのい 保●■●) は保険著(特定保に指導〉(実施率) ●颯崚● (その他の晨●括諄〉

初回面隕 1248件 (13‐ )6ヶ月籠評二 371件  (391)1     5143件 初口面贖 7252件 (376ヽ )|lヶ 月■袢● ,186件 (185ヽ ) ,0600件
O健康づくり千葉(tl会保険委員会との共同開催によるウォーキング グランドゴルフ大会 軽
スポデン大会 体力澪定0)の実施
0健診 劇■指導の効果の分析及び検肛
0口査研究●業として■めた「健摯 医療■データ分析」からr腱尿病予防のためのリーフレッ
ト」を作成し ,集所への配布Aび健康保険■彙研修会での餃明を実施

ることにより加入者の健
ることを目的に実施し、

地/AN体、スーパーマーケットに褐示し住民にアプローテ

レセフト点検実■
(被凛験者1人雪り効集m)

責格点検   1     内容点検     1    外饉点検 贅格点検   1     内容点検     1    外僣点検
2103円  1        771円  1      680円 1.780円 1       870円 1      2'0円

0ロエ菫優Fをお用した置Fの栞歴
0自治体の会場を使つた被扶姜者のII定 保健指導の実施 (3市、6日間 )
0自治体、企豪団体のイヘント‐健庫づくり事業への,加 (■船の広饉、ミニ饉薫Ⅲ,クの開置等)
0適工受鰺促進のため、啓発Ⅲ ,"卜の作成 配布、出産した加入者に対し盲児と医療の小
RI手を配付
0`手受綸者で.障害年金に腋当すると推察できる者には、支給決定通知書送付時に障害
年金の

"シ
及び年金相談を促す文書を選●し、相談綸果回答■を添付するようは幡

0受鰺日歎の少ない傷手麟求者には、精状に応した日常彙姜状況照会票を作成して支綸決
定通知
=送
付時に同射し、次回隋求時には添付をま■

0古書の受付時に受理通知を送付し、支綸までに時間を重す理由年の説明を実施
0襲具製作業者に装具襲着時●に■姜■支

“

申綺■の配布を強燿

8ミ昇1ヂ」ザ審ぎ
薔`

「

の
・
足崚ロエにかかる瞑り植みとしてlひとFフラス運動」の実践

保健師等の初回面機を受けて0カ月以この生活改善実施者に対し改善
"力
の効果を測定.

また、横査のアプローテ、おょび検査をすることで中断事の開
"を
図ることを目的とし実施。

0インターパル速歩時イアル事葉
48"大学の籠

"教
授主宰のNPO法人議年体育大学が糧雄している運動燎法「インターバ

ル逮歩」を加入企業と■繊して実施.健康づくり事拿の実施の可能性と実施効果を瀾定するこ
とを目的とし実施.
0新規適用事業所説明会を颯下年金事務所所在地フか晰で実施.
0任継取得届受付受理通知の送付.
04E継口饉者、任継前綸者に対し法定翅PB5洒 7予壼壺知を送付.
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加入者強 子
=籠
ロ 加入者数 亭葉所菫

被■曖奮漱 ①
380277 人  ( 378011人 )

23“ ,ヶ所  (  26205 ケ所 ) 臓保険者取 O
545 8BO 人  ( 547325人 )

48111ケ 所  (  
“

o03 ヶ籠 )

う
■肝T■

8°
c″2ゎ

繹旱薇ヨ総額

1私鮮T保践π高
相,■醐総崚

1449353百万円 (1“ 19,0 百万円 ) 2060880百 万円 (ヽ031コ 92 百万円 )

接扶■
=薇
②

3223“  人   ( 32,030人 )

:傲 ②
3,6024 人  ( 308740人 )保険椰付賢 保険給付費

m入者II(① +②)
7●2921 人  ( 70107,人 )

92317百 万円 く  01101 百万円 ) 加入■Ot(①+②)
041914 人  ( 340305人 )

1192,2百万円 ( 118552 百万円 )

常n囀員 1          35 人 契約職員 59 人
'■
●■1         ∞ 人 彙的l●員 75 人

健康保険証 昭定証 (年度末現在l●効薇) 健康保障証 l■慶顔適用認定肛 (年度末現在有効数)
142030  件 10フ06 件   (5,,0 218731  件 ,053S  件     ('402)

宙重壼姜■ ●冑手当会 出産宙児―峙会 その他の現金お付 古饉豪姜贅

`"手
当全 出産青児-31金 その他の環全綸付

16p05件 1'386任 フ,74倅 323854件 2,329件 2,2004 10708件 3001,3●
高饉査定通知 ターンアラウンド通知 E薇■■知(イン

'―

ネ,D  口饉薇僣 (任僣 ) 商麟壺定通知 ターンアラウンド●知 E,■■知 (イン
'―

ネッD  口座振着 (●継)
135件 2255{牛 023●01 (o9)1     2187● フ

`件
12592倅 461742 (120 2104 件

吉燎E凛贅費付件歎 出産■用貸付件菫
=薔
医薇■貸付絆数 出産費用貸付絆牧

228  件 件 203  件 0  件

■

¨
保

一健
■
，

童

‐健 |
被保腋
=

薇扶姜者 被保険 曇ヽ看

生活雷悔着予防健謗(受静率)1乳がん子官がん検ヨ 特定●診(曼お率) 生活習慣痢予妨田 受勝率) 乳がん 子官がん検鯵 1お (受診率)
1●7131件  (474ヽ )1   1,701件 11184件   (134“ ) 162077絆   (47") 30114件 14014 4    (14■ )

燎保険
=(特
定保健情諄X実施亭 ) ●彙薇● (その他の●●にII) 接保険者(特定保健指導X実施率) 崚颯餞

=(そ
の他の彙■掏■,

初回面談 8689件  (10,1)13ヶ 月後評価 20041_生 129ヽ ) 4,49件 初回面談 4440件 (1481)

"ヶ

月螢
"●
 2006件  (77%) 1853 件

O"足保■情■栞籠にあたり、対凛者が層生する地域の施設 公民館等を利用して実施する
ことを口別案内することにより、保健指導を受ける機会を拡大するとともに実■者数の増加を
国つた。案内書発選餞に対する実施率 被保険書 55■、被揆泰者 104%

レセ フ ト点 検 実 薇

は 保曖4詢 人雪り効墨饉)

贅格点検 内害点検 外
`点
検 資格点検 内容点検 外饉点検

,030円 1      1049円 1     384円 19'0円  1        925円 :      381円
υ二洒百■洒,助 lE″栞ル■ 4ひ ,彙■●腋輌景アー,駆,同工のため、15腱診要n覆
関と勧桑委

“

契約を実施 .
0市町村、医師会、口診機関と連携し、集団腱診晏診の同時実施。また、受診券を自宅発送
する。
0「事案所健康度診断」を事業所に提示し 保腱指導促進ツールとして活用.
0県内85の高工会議所及び商工会に協力を依頼。77カ 所(前年は22カ所)に申ヨ書の配II
をすることにより13●中肝■大手の利便性を回つた.
0柔遺苺復師施綺燎姜贅の全件審査を ●前審査と審査会における審査のl12回実施し、
返屎及び照会を年間で4p00件実施.給付の洒エイヒを推遣した。
O保険お付適正4ヒ会議を6回開催し、お付金請求内容に掟螢が生した案件について対応等
を協Inした。

υ tt uの ,挙
`じ

ょひ確■の

“
=そ
図0ため平曖 3年 8月 不をもつて年會子務所における出

り捏瞥完:「籠■ :窓
口相談員については支都憲口対応及び電話相嵌員としてお客構

0ジェネリック艦薬品への移行促tと保険証の保護及び大切き●策 目的に、ジェネリック苓
望憲Bを表記した保挨肛カードケースを作成し締 望する事業所及び個人に配●した。

8:魂 :雀葛認nらま紹評譜曽l…
スとジエネリック医薬品移行促達を

0傷冑手当金の
=奎
決定事務において、疑二案件については本人 医師、年金機構等へ田

査は饉を行うとともに、疑韓照会案件―■表を件成し壺正(しに身めている。
0療姜贅

“

よりきゅうマッサージ,こついて^適正イヒ要領を作成し、本人、施術者、医療機鶴照
会を行い適工化に,めている.
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愛      知 ・ 1軍 |11'11
加入者螢 事業所敷 加入●取 F案所取

腋保険者藪 ①

1212692 人   ( 1210372人 )

93742ヶ所  (  34055 ヶ所 ) 崚保険者薇 ①

271449 人   ( 203504人 )
22131ヶ所  (  22431 ヶ所 )

11:群T雪
者漱
2。

“
4Ю

操
=報
酬総饉

"庸T雪者数
"ぃ

標準報酬総額

4020753百 万円 (4910071 百万円 ) 1017804百 万円 ( 1007153 百万円 ,

駿扶姜者数 ②

104,09 人  く 034395人 )
被扶姜者数 ②

209802 人  ( 203023人 )保険13付量 保険給付■

m入者ll(0+② )

2137401 人  ( 2194707人 )

2819,9百万円 ( 273170 百万円 )
加入者ll(0+② )
48,051 人  ( 4,3,317人 )

01035百 万Pl(  3,066 百万円 )

常動職員1          0, 人 契約瞳員 150 人 常勁職員 1         02 人 契約職員 50 人

・健
康
保
職
綸
付
等

各 種 肛 発 行
置暉保険証 限度ala用認定ユ (年度末凛在有効数) 健康保険証 限E願洒用認定肛 (年康末現在有効破)
487,31  件 33,43 件   04069) 11'005   件 14 24el

現 奎 綸 付
高額療■■  1  薔痛手当奎 出産青児一時金 その他の現金綸付 古重螢姜贅 輌ヨ手当金 出産菫児一時金

52453絆 1   65780件 26070件 926799件 13766件 10009件 5536件 147570件

各 糖 サ ー ビ ス
高饉査定通知_J2二ZZ2≧生塁J 医■■通瓢 イン,■ ,卜, 0座猥書 (任饉 ) 百硬至足通知 ターンフラウンド通知 E薇■壺知(インターネ,ド 口E振臀 (任種 )
345件 1   1502o件 1027570 (2771 5290件 70件 7.340イ牛 232042   (57) 1735 件

貸 付 事 彙
高襲医療曇貸付件数 出産貴用貸付件散 高螢医療賢貸付件数 出産費用貸付件数

692  件 件 257  件 件

保

健

一事

業

健 診

技保険者 被扶姜者 檀扶養者

生活習慣病予防籠診(受診率)1軋がん 子宮がん枝診 情足口F《 贅診澤 , 生活習慣病予防健診(受診率) tがん
=富
がん糧診 特定健謗 (曇診軍 )

251705件 (3731)1  51400件
|

件  (117")
“

945 4   (5391) 14697件 件  (115“ )
檀保険者 (特定保健指導)(実施率) ■保摯,(その他の保■■●) 薇保険者 ( ユ指導)(実施率) 雀彙摯

=(そ
のt00● ●●)

初回面餃 4419件  (7“ )0ケ月後評価 ζ588件 (441)!     4938件 初回面餃 2902件 (17") Sヶ月奎ET価 1037件  (34ヽ ) 5169件

その僣保健事業

Oウォーキング大会の実施(4回 )
0セミナーの開催 (「歯科J(愛知県歯科医師会共催)、「メタボとがん予防メ健保連共催),
OrttRE康 の日Jイベン時 加〈曇知県、国保連との共催 )
0愛知県「特定置燎 特定保健指導普及啓発強|ヒ月間Jに合わせ、県 健保連及び口保連と
共催によるイベント、ラジオ放選実施
0他団体のイベント実施時にブースを健保違寄と共催し、出展(3回、フ日間)

0■保崚者に対する■足保口,■の勁黎(■日匿層
`ヒ

テヤート不同意中出吾含む)
0ホームページに、プログ形式で特定保健●●■の紹介
0医療機関が希少な地城への検診車配車
0路線バス車体への健診受診動癸広告
0三
=量
知 岐
=三
支都合同で0ラジオ放送

0ウォーキング大会で健診受診勧奨

レセ プト点 検 実 燎 ‐

は 保険者1人当り効果麟)

贅格点検    1     内容点検 外饉点検 責推点検    I     内容点検 外薔点検

1573円 1      1つ 80円 1     455円 21'5円 1215円 1     502円
0医師会や螢灸田含のB力の上[!まり灸あん

=マ
ッサーツのかかり万JをE量覆閣●へ配●

0彙知県内の全職彙安定所の来防者に保険肛返還のためのテラシを配付した。(100000都 )
0ジェネリック医薬品使用促進セミナー (中 自新聞IIt主催 於国際会議場 )に諸節派遣
0長●I崚認定肛守申調書の改置は燿のため、医療機関に職員訪問(2∞機関)
0■務改善‐サービス向上委員会をま置し、‐ マ設定し、支●長以下全職員で取り相んだ。
O外国語対応の腱F71冊子、申18■ の作成(英饉、中国EE、 ポルトガル誦)
0検診車による集口検診推進のため、委正機関の拡大及び実施場所の充実、広報の実施.
0受じ旱向上と、,業者健診データ取得強化のため、生活習慣病予防撻静委

“

医療機関と
の無償による業務晏

“
0償権回収強

`し

のため、債権重雄 置し、個

"徴
収の強IL、 強|1薇収0実施.

0しヤプト占綸において_h口 を内容点織に蛛イヒし
"=で
書る人
'■
成キ菫籠している^

を絨含し効率iしを回るため、23年 12月に事務所を津撃近くに移■した.
0年全事務所から、新規適用事業所の情報を得て、健診申込書と特定健診受診券を送 llし
た.
0新規の任意経続者に優診申込■を送付した。
0医療贅が年平均以上o従業員が6ん 29名 のは診未実施事彙所へ、受診勧奨文書を送付
した。
O特定健診受診券未発行者に受診券を送付した.
0保億指導の実施事葉所における「階層iヒJや「健診結果Jの変化に、但当保健師の所感を
5えて保健指導への理解に努めた。

-157¨




